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Ⅰ 現況及び特徴 
  

経済学部は経済学科、経営学科、経済法学科の 3 学科で構成されている。学生の受け入れ、教育、学

生生活、就職に関して、学部に入試委員会、教育委員会、学生委員会、就職委員会をおき活動を実施して

いる。また、地域貢献事業を担当する地域経済研究センター、国際化のために国際交流室を設置してい

る。 
学科単位で行う学科会議、学部教員で構成する教員会議で学部運営上での重要事項の情報共有と協議を

行い、教授会で決定を必要とする事項を審議している。 
自己点検・評価を含めた学部の運営は、学部長と上記の委員会の委員長、センター長、室長で構成され

る学部運営会議で協議を行い進めており、自己点検・評価で得られた改善事項を委員会実施できるように

している。 

例えば，組織概要，自己点検・評価の体制や方法，当該年度の自己点検・評価で得られた概況など，

評価の目的を踏まえて自由に記述する。 

 
Ⅱ 目的 
 

本学部は、経済学・経営学･法律学を柱として社会科学上の知識と教養を授け、経済社会における問題を

分析し解決できる人材を育成することを目的としている。研究活動は個々の教員の研究を推進することに

重点をおきながら、地域社会貢献につながる研究とアジアの大学との研究者交流による研究の国際化をす

すめることを目標としている。 

例えば，目的・目標（使命，教育研究活動を展開する上での基本的な方針，達成しようとしている

基本的な成果等）について，自由に記述する。 

 

Ⅲ－Ⅰ 教育に関する状況と自己評価 

第１章 教育の目的と特徴 

領域１ 教育研究上の基本組織に関する基準 

基準１－１ 教育研究上の基本組織が，大学等の目的に照らして適切に構成されていること 

【基準にかかる状況及び特色】 

経済学部は経済学科、経営学科、経済法学科の 3 学科で構成されている。 
経済学部及び各学科の目的は、佐賀大学経済学部規則第 1 条の 2 及び規則第 1 条の 2 並びに規則第 1

条の 3 及び規則第 2 条に記載しており、その趣旨は、学校教育法第 83 条「大学は、学術の中心として、

広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開させる

ことを目的とする」に合致している。こうした目的に沿って、経済学部は、学科の編成を行い、人材育

成を行っている。 
 

分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目１－１－１ 
学部及びその学科の構成が、大学

の目的を達成する上で適切なもの

となっていること 

根拠資料 1-1-1（企画評価課）基本計画書 
 
 
＊根拠資料は、認証評価システムへ登録されたものであり、（ ）内は、
登録部署を示す。 
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【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

 

基準１－２ 教育研究活動等の展開に必要な教員が適切に配置されていること 

【基準にかかる状況及び特色】 
教員は学科の学生の教育および指導に責任をもつ。学生数に応じて必要な教員数をあてている

が余裕の無い状態である。またジェンダー平等の観点から積極的に女性教員の採用をすすめてい
る。 
 
【関連する中期計画の取組状況】 
028-1 
・若手研究者に対し、追加の研究費配分を行った。 
・休日に行われる試験等への出勤に関し、子育てをしている教員に配慮した。 
 

分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目１－２－１ 
大学設置基準等各設置基準に照ら

して、必要な人数の教員を配置し

ていること 

根拠資料 1-2-1（企画評価課）認証評価共通基礎データ様式（R3.5.1現
在） 
 

分析項目１－２－２ 
教員の年齢及び性別の構成が、著

しく偏っていないこと 

別紙様式 1-2-2（人事課）教員の年齢別・性別内訳 R3 
根拠資料 1-2-2-A（人事課）女性教員任用における公募の実施に関する申
合せ 
 

【基準に係る判断】 
☐ ①当該基準を満たす 
☒ ②当該基準を満たさない 

【優れた成果が確認できる取組】 
教員の配置については、教育の目的と今後の方針にそうように、学科会議、教育委員会委員長を含

む人事評価委員会、教員会議で十分な協議を行っている。 

【改善を要する事項】 
経済法学科の教員数が不測の状況から、必置数に１名足りない。 

【改善を要する事項の改善状況】 
10月 20日公募を開始し、選考をおこない 3月 1日付着任した。 

 

基準１－３ 教育研究活動等を展開する上で，必要な運営体制が適切に整備され機能しているこ
と 

【基準にかかる状況及び特色】 
教員会議、教授会及び委員会等の組織、委員等の選出方法、役割、権限、会議の開催実績 

① 教員会議は、専任の学部教員をもって組織し、(1) 学部長の選考に関する事項、(2) 教員の選考
に関する事項、(3)教育課程の編成に関する事項、(4) 学生の入学、卒業又は課程の修了その他その
在籍に関する事項及び学位の授与に関する事項、及び (5) その他学部の教育又は研究に関する重要
事項を協議している。教授会は審議決定を行う。 

② 各学科から選出された学部教育委員 2名と学部長の指名する委員長によって構成される学部教育
委員会が学部の教育実施全般に関わる事項を協議し、これに、学科及び各教員に対する教育上の勧
告を行う権限を与えている。 

③ 教員の処遇に関わる委員会として、人事評価委員会を設置している。 
④ 学生の教育組織に対応する委員会として、3つの学科会議を置いている。各学科に学科主任を置
き、学生の教育や教員組織の整備に関する会議を開催し意見をまとめている。 

⑤ その他に学生委員会、国際交流運営委員会、入試委員会、就職委員会などを設置して、学生の教
育に関連する事項について教育委員会と連携して決定している。 

 
分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目１－３－１ 
教員の組織的な役割分担の下で、

別紙様式 1-3-1（企画評価課）教員組織と教育組織の対応表 
根拠資料 1-3-1-01（総務課）国立大学法人佐賀大学基本規則 

javascript:doKonkyo('3','2','0','0',%09%09%09%09%09'1','1','312','2018','1',%09%09%09%09%09'2020','1','2','%E4%BC%81%E7%94%BB%E8%A9%95%E4%BE%A1%E8%AA%B2'%20);
javascript:doKonkyo('3','2','0','0',%09%09%09%09%09'1','1','312','2018','1',%09%09%09%09%09'2020','1','2','%E4%BC%81%E7%94%BB%E8%A9%95%E4%BE%A1%E8%AA%B2'%20);
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教育研究に係る責任の所在が明確

になっていること 

根拠資料 1-3-1-02（総務課）佐賀大学学則 
根拠資料 1-3-1-03（総務課）佐賀大学大学院学則 
根拠資料 1-3-1-04（総務課）国立大学法人佐賀大学教育研究院規則 
根拠資料 1-3-1-05（総務課）責任者氏名 
 

分析項目１－３－２ 
教授会等が、教育活動に係る重要

事項を審議するための必要な活動

を行っていること 

別紙様式 1-3-2（企画評価課）規定上の開催頻度と前年度における開催実
績一覧 
根拠資料 1-3-2-05（経済学部）佐賀大学経済学部教授会規程 
 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

【優れた成果が確認できる取組】 
運営が学科で分断されることがないように横断的に委員会を構成している。 

 

 

領域２ 内部質保証に関する基準 

基準２－１ 【重点評価項目】内部質保証に係る体制が明確に規定されていること 

【基準にかかる状況及び特色】 
特になし 

分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目２－１－１ 
大学等の教育研究活動等の質及び

学生の学習成果の水準について、

継続的に維持、向上を図ることを

目的とした全学的な体制（以下、

「機関別内部質保証体制」とい

う。）を組織していること 

別紙様式 2-1-1（企画評価課）内部質保証に係る責任体制等一覧 
根拠資料 2-1-1-01（企画評価課）佐賀大学における質保証に関する規則 
根拠資料 2-1-1-02（企画評価課）佐賀大学における質保証の体制及び自己
点検・評価の手順に関する細則 
根拠資料 2-1-1-03（企画評価課）佐賀大学における質保証の体制及び自己
点検・評価の手順に関する申合せ 
根拠資料 2-1-1-04（企画評価課）国立大学法人佐賀大学理事室規則 
根拠資料 2-1-1-05（企画評価課）自律的な自己点検・評価の実施及び点
検・評価結果を活用したマネジメントサイクルに関する方針 
 

分析項目２－１－２ 
それぞれの教育研究上の基本組織

が、教育課程について責任をもつ

ように質保証の体制が整備されて

いること 

別紙様式 2-1-2（企画評価課）教育研究上の基本組織一覧 
根拠資料 2-1-2-01（企画評価課）佐賀大学教育コーディネーター制度実施
規程 
根拠資料 2-1-2-02（企画評価課）佐賀大学教育コーディネーター会議内規 
 

分析項目２－１－３ 
施設及び設備、学生支援並びに学

生の受入に関して質保証について

責任をもつ体制を整備しているこ

と 

別紙様式 2-1-3（企画評価課）質保証について責任をもつ体制への構成員
等の一覧 
根拠資料 2-1-3-01（企画管理課）施設の内部質保証に関する指針 
根拠資料 2-1-3-02（企画管理課）国立大学法人佐賀大学施設マネジメント
委員会規則 
根拠資料 2-1-3-03（情報管理課）佐賀大学における共通的情報基盤の質保
証に関する方針 
根拠資料 2-1-3-04（情報管理課）国立大学法人佐賀大学情報企画委員会規
則 
根拠資料 2-1-3-05（情報管理課）佐賀大学総合情報基盤センター規則 
根拠資料 2-1-3-06（情報図書館課）佐賀大学附属図書館の質保証に関する
要項 
根拠資料 2-1-3-07（情報図書館課）佐賀大学附属図書館運営委員会規程 
根拠資料 2-1-3-08（学生生活課）佐賀大学における学生支援・学習支援の
質保証に関する方針 
根拠資料 2-1-3-09（学生生活課）佐賀大学学生委員会規則 
根拠資料 2-1-3-10（学生生活課）国立大学法人佐賀大学学生支援室設置規
則 
根拠資料 2-1-3-11（学生生活課）佐賀大学保健管理センター規則 
根拠資料 2-1-3-12（学生生活（就職）課）佐賀大学における就職支援の質
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保証に関する方針 
根拠資料 2-1-3-13（学生生活（就職）課）佐賀大学就職委員会規則 
根拠資料 2-1-3-14（学生生活（就職）課）国立大学法人佐賀大学キャリア
センター規則 
根拠資料 2-1-3-15（国際課）佐賀大学における留学生支援の質保証に関す
る方針 
根拠資料 2-1-3-16（国際課）国立大学法人佐賀大学国際交流推進センター
規則 
根拠資料 2-1-3-17（入試課）佐賀大学における学生受入れ及び入学者選抜
制度・方法の検証及び改善に関する方針 
根拠資料 2-1-3-18（入試課）佐賀大学入学者選抜規則 
根拠資料 2-1-3-19（入試課）国立大学法人佐賀大学アドミッションセンタ
ー規則 
 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

【優れた成果が確認できる取組】 
内部質保証担当教員が質保証に関する事項の周知を教員会議で行い、FD活動も実施している。 

 

基準２－２ 【重点評価項目】内部質保証のための手順が明確に規定されていること 

【基準にかかる状況及び特色】 
 特になし 
 
【関連する中期計画の取組状況】 
０５３－０１ 
学部自己点検・評価に対する外部評価において学外者からの意見を聴取し、学部の運営に活用して

いる。その成果を検証改善する体制を構築することをすすめている。 
なお、例年実施している同窓会との交流会、意見交換会、後援会総会、商業高校長会との意見交換

会等は新型コロナ感染症により中止となった。 
 

分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目２－２－１ 
それぞれの教育課程について、以

下の事項を機関別内部質保証体制

が確認する手順を有していること 

(1)学位授与方針が大学等の目的

に則して定められていること 

(2)教育課程方針が大学等の目的

及び学位授与方針と整合性をもっ

て定められていること 

(3)学習成果の達成が授与する学

位にふさわしい水準になっている

こと 

根拠資料 2-2-1-01（教務課）佐賀大学学士課程における教育の質保証に関
する方針 
根拠資料 2-2-1-02（教務課）佐賀大学学士課程における教育の質保証の推
進に係るガイドライン 
根拠資料 2-2-1-03（教務課）佐賀大学大学院課程における教育の質保証に
関する方針 
根拠資料 2-2-1-04（教務課）佐賀大学大学院課程における教育の質保証の
推進に係るガイドライン 
 

分析項目２－２－２ 
教育課程ごとの点検・評価におい

て、領域６の各基準に照らした判

断を行うことが定められているこ

と 

別紙様式 2-2-2（企画評価課）教育課程における評価の内容を規定する規
定類 
根拠資料 2-2-2-05（経済学部）佐賀大学経済学部における教育課程点検・
改善実施要項 
 

分析項目２－２－３ 
施設及び設備、学生支援、学生の

受入に関して行う自己点検・評価

の方法が明確に定められているこ

と 

別紙様式 2-2-3（企画評価課）自己点検・評価の実施時期、評価方法を規
定する規定類一覧 
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分析項目２－２－４ 
機関別内部質保証体制において、

関係者（学生、卒業生、卒業生の

主な雇用者等）から意見を聴取す

る仕組みを設けていること 

別紙様式 2-2-4（教務課）意見聴取の実施時期、内容等一覧 
根拠資料 2-2-4-01（教務課）佐賀大学学生による授業評価実施要領 
根拠資料 2-2-4-02（学生生活（就職）課）佐賀大学の卒業（修了）予定者
を対象としたアンケート実施要領 
根拠資料 2-2-4-03（情報企画課）佐賀大学における共通的情報基盤に関す
る要望・意見の聴取に関する申し合わせ 
根拠資料 2-2-4-04（学生生活（就職）課）佐賀大学の卒業生又は修了生を
対象としたアンケート実施要領 
根拠資料 2-2-4-05（学生生活（就職）課）佐賀大学の卒業生又は修了生が
就職した企業等を対象とするアンケート実施要領 
根拠資料 2-2-4-06（学生生活課）学生生活実態調査アンケート実施要領
（非公表） 
根拠資料 2-2-4-07（国際課）佐賀大学における留学生等関係者からのアン
ケート調査等意見聴取の実施要領 
 

分析項目２－２－５ 
機関別内部質保証体制において共

有、確認された自己点検・評価結

果（外部者による意見、当該自己

点検・評価をもとに受審した第三

者評価の結果等を含む。）を踏ま

えた対応措置について検討、立

案、提案する手順が定められてい

ること 

別紙様式 2-2-5（企画評価課）検討、立案、提案の責任主体一覧 
根拠資料 2-2-5-01（企画評価課）国立大学法人佐賀大学大学評価の実施に
関する規則 
 

分析項目２－２－６ 
機関別内部質保証体制において承

認された計画を実施する手順が定

められていること 

別紙様式 2-2-6（企画評価課）実施の責任主体一覧 
 

分析項目２－２－７ 
機関別内部質保証体制において、

その決定した計画の進捗を確認す

るとともに、その進捗状況に応じ

た必要な対処方法について決定す

る手順が定められていること 

根拠資料 2-2-7-01（経済学部）佐賀大学経済学部教育委員会規程 
 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

【改善を要する事項】 
 経済学部内部質保証の手順を定める必要がある。 

【改善を要する事項の改善状況】 
 佐賀大学経済学部における教育課程点検・改善実施要項（令和 2年 4月 8日制定）を制定した。こ
れによって、教育課程の点検は教育委員会で行い、点検を踏まえた改善は各学科の学科会議と連携し
て必要な対処方法を決定するなど役割分担を定めた。 

 

基準２－３ 【重点評価項目】内部質保証が有効に機能していること 

【基準にかかる状況及び特色】 
特になし 

 
分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目２－３－１ 
自己点検・評価の結果（第三者評

価の結果等を含む）を踏まえて決

定された対応措置の実施計画に対

して、計画された取組が成果をあ

げていること、又は計画された取

組の進捗が確認されていること、

あるいは、取組の計画に着手して

別紙様式 2-3-1（企画評価課）計画等の進捗状況一覧 
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いることが確認されていること 

分析項目２－３－２ 
機関別内部質保証体制のなかで、

点検に必要な情報を体系的、継続

的に収集、分析する取組を組織的

に行っており、その取組が効果的

に機能していること 

根拠資料 2-3-2-01（企画評価課）大学運営連絡会議事録 
根拠資料 2-3-2-02（企画評価課）大学運営連絡会資料（非公表） 
 

分析項目２－３－３ 
機関別内部質保証体制のなかで、

学生・卒業生を含む関係者からの

意見を体系的、継続的に収集、分

析する取組を組織的に行ってお

り、その意見を反映した取組を行

っていること 

根拠資料 2-3-3-01（企画評価課）大学運営に活用できるステークホルダー
からのニーズ調査 
根拠資料 2-3-3-02（総務課）事務連絡会議 会議資料（非公表） 

分析項目２－３－４ （第三者による検証）該当なし 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

 

 

基準２－５ 組織的に，教員の質及び教育研究活動を支援又は補助する者の質を確保し，さらに
その維持，向上を図っていること 

【基準にかかる状況及び特色】 
 特になし 
 

分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目２－５－１ 
教員の採用及び昇格等に当たっ

て、教育上、研究上又は実務上の

知識、能力及び実績に関する判断

の方法等を明確に定め、実際にそ

の方法によって採用、昇格させて

いること 

別紙様式 2-5-1（経済学部）教員の採用・昇任の状況（過去５年分） 
根拠資料 2-5-1-01（人事課）国立大学法人佐賀大学教員人事の方針（非公
表） 
根拠資料 2-5-1-02（人事課）国立大学法人佐賀大学教員選考規則（非公
表） 
根拠資料 2-5-1-03（人事課）国立大学法人佐賀大学における任期を定めて
雇用する教育職員に関する規程（非公表） 
根拠資料 2-5-1-15（経済学部）佐賀大学経済学部教員選考規程 
 



- 10 - 

 

分析項目２－５－２ 
教員の教育活動、研究活動及びそ

の他の活動に関する評価を継続的

に実施していること 

別紙様式 2-5-2（人事課）教員業績評価の実施状況 
根拠資料 2-5-2-01（人事課）国立大学法人佐賀大学における職員の個人評
価に関する実施基準（非公表） 
根拠資料 2-5-2-02（人事課）国立大学法人佐賀大学教員人事評価実施規程
（非公表） 
根拠資料 2-5-2-03（教務課）国立大学法人佐賀大学教育功績等表彰規程
（非公表） 
根拠資料 2-5-2-04（教務課）国立大学法人佐賀大学教育功績等表彰者推薦
基準（非公表） 
根拠資料 2-5-2-05（研究協力課）佐賀大学エスタブリッシュド・フェロー
の称号授与について（非公表） 
根拠資料 2-5-2-08（経済学部）佐賀大学経済学部における教員の個人評価
に関する実施基準（非公表） 
根拠資料 2-5-2-16（人事課）国立大学法人佐賀大学教員人事評価の審査項
目，審査方法及び審査手順（非公表） 
根拠資料 2-5-2-17（人事課）国立大学法人佐賀大学年俸評価判定会議規程
（非公表） 
根拠資料 2-5-2-18（人事課）（様式 2）勤勉手当の成績優秀者の判定表
（非公表） 
根拠資料 2-5-2-19（人事課）（様式 1）上位昇給区分の判定表（様式１）
（非公表） 
根拠資料 2-5-2-22（教務課）国立大学法人佐賀大学教育功績等表彰におけ
る表彰者の選定等に関する申合せ（非公表） 
根拠資料 2-5-2-24（研究協力課）第１期佐賀大学エスタブリッシュド・フ
ェロー選考（非公表） 
根拠資料 2-5-2-26（財務課）大学貢献度（研究）に係るインセンティブに
ついて（非公表） 
根拠資料 2-5-2-28（教務課）佐賀大学における教員の大学に対する教育貢
献度に係るインセンティブ支給要項（非公表） 
根拠資料 2-5-2-30（経済学部）経済学系教員人事評価実施要項（Ｈ30.6.6
制定） 
根拠資料 2-5-2-31（経済学部）経済学部における教員の個人評価実施要項
（H25.2.6改正） 
根拠資料 2-5-2-32（経済学部）経済学部における教員の個人評価に関する
実施基準（大学の基準に基づく基準）（H25.2.6改正） 
根拠資料 2-5-2-33（経済学部）経済学部における教員の個人評価に関する
内規 
根拠資料 2-5-2-34（経済学部）佐賀大学経済学部における年俸制教員の業
績評価に関する実施要項（H27.5.13改正） 
根拠資料 2-5-2-35（経済学部）佐賀大学経済学部年俸制教員等の評価に関
する基準 
根拠資料 2-5-2-36（経済学部）（年俸制）評価項目別表 別表 1
（H27.5.13改正） 
根拠資料 2-5-2-37（経済学部）（年俸制）評価項目別表 別紙 3
（H27.5.13改正） 
根拠資料 2-5-2-38（経済学部）令和 2年度個人評価報告書 
 

分析項目２－５－３ 
評価の結果、把握された事項に対

して評価の目的に則した取組を行

っていること 

別紙様式 2-5-3（経済学部）評価結果に基づく取組 
根拠資料 2-5-3-01（教務課）国立大学法人佐賀大学教育功績等表彰の表彰
対象者に対するインセンティブ付与に関する申合せ（非公表） 
根拠資料 2-5-3-02（人事課）教員人事評価の審査項目・審査方法・審査手
順 
 

分析項目２－５－４ 
授業の内容及び方法の改善を図る

ためのＦＤを組織的に実施してい

ること 

別紙様式 2-5-4（企画評価課）ＦＤの内容・方法及び実施状況一覧 
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分析項目２－５－５ 
教育活動を展開するために必要な

教育支援者や教育補助者が配置さ

れ、それらの者が適切に活用され

ていること 

別紙様式 2-5-5（企画評価課）教育支援者、教育補助者一覧 
根拠資料 2-5-5-01（総務課）国立大学法人佐賀大学事務組織規則 
根拠資料 2-5-5-02（総務課）運営組織図（事務局等） 
根拠資料 2-5-5-03（総務課）運営組織図（学部・センター） 
根拠資料 2-5-5-04（人事課）事務配置状況(R3.5.1) 
根拠資料 2-5-5-06（経済学部）TA調書(一覧）（システム登録外・別添資
料１） 
 

分析項目２－５－６ 
教育支援者、教育補助者が教育活

動を展開するために必要な職員の

担当する業務に応じて、研修の実

施など必要な質の維持、向上を図

る取組を組織的に実施しているこ

と 

別紙様式 2-5-6（企画評価課）教育支援者等に対する研修等内容・方法及
び実施状況 
根拠資料 2-5-6-03（経済学部）TA実施報告書（非公表） 
 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

 

領域３ 該当なし 

 

 

領域４ 施設及び設備並びに学生支援に関する基準 

基準４－１ 教育研究組織及び教育課程に対応した施設及び設備が整備され，有効に活用されて
いること 

【基準にかかる状況及び特色】 
第２期（平成 25年度）に経済学部 1号館が耐震目的で改修され、本改修に際して学生の自学共有ス

ペースのための多目的演習室を新たに設置し、また演習教室を講義以外の時間帯は全て開放してお
り、施設と運用の面から自主学習促進のための整備を行った。第３期（令和元年度）に経済学部２号
館と３号館が改修され、同改修により、研究図書室、アクティブラーニングスペース、ティーチング
コモンズなどを配置し、併せて ICT環境の整備を進めている。 
 

分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目４－１－１ 
教育研究活動を展開する上で必要

な施設・設備を法令に基づき整備

していること 

 

分析項目４－１－２ （実習施設）該当なし 

分析項目４－１－３ 
施設・設備における安全性につい

て、配慮していること 

別紙様式 4-1-3（企画管理課）施設・設備_施設・設備の耐震化、バリアフ
リー化等の整備状況及び安全・防犯面への配慮状況 
根拠資料 4-1-3-01（企画管理課）耐震化率 
根拠資料 4-1-3-03（企画管理課）経年配置図、施設整備状況 
根拠資料 4-1-3-04（企画管理課）本庄キャンパスユニバーサルマップ 
根拠資料 4-1-3-06（企画管理課）本庄キャンパス外灯配置図 
根拠資料 4-1-3-08（企画管理課）国立大学法人佐賀大学における防犯カメ
ラの管理及び運用に関する規程 
 

分析項目４－１－４ 
教育研究活動を展開する上で必要

なＩＣＴ環境を整備し、それが有

効に活用されていること 

根拠資料 4-1-4-01（情報管理課（総合情報基盤センター））学術情報基盤
実態調査（コンピュータ及びネットワーク編） 
 

分析項目４－１－５ 
大学組織の一部としての図書館に

おいて、教育研究上必要な資料を

利用可能な状態に整備し、有効に

活用されていること 

根拠資料 4-1-5-01（情報図書館課）学術情報基盤実態調査（大学図書館
編）本館 
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分析項目４－１－６ 
自習室、グループ討議室、情報機

器室、教室・教育設備等の授業時

間外使用等による自主的学習環境

が十分に整備され、効果的に利用

されていること 

別紙様式 4-1-6（企画評価課）自主的学習環境整備状況一覧 
 
 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

【改善を要する事項】 
４号館５番教室は建物２階にあり、また本学における最大収容可能な講義室であるが、エレベータ

ーが建物に設置されていない。同講義室は学外開放授業にも使用されるため、バリアフリーの観点か
ら整備される必要がある（基準４－１－３）。 

【改善を要する事項の改善状況】 
 エレベーター設置も含め、施設整備事業として４号館の改修を要望中である。 

 
基準４－２ 学生に対して，生活や進路，課外活動，経済面での援助等に関する相談・助言，支

援が行われていること 
【基準にかかる状況及び特色】 
第３期から、前期・後期の成績を保護者に郵送し、成績・単位取得状況が芳しくない学生保護者を

対象に、学部長、教育委員、チューター教員との面談を実施し、個別に学業、生活、進路に関する指
導を実施している。特にサポートを必要とする学生については、担当するキャンパスソーシャルワー
カー（CSW）を決定し、チューター教員、保護者と連携して支援している。 
ハラスメント対応として、第 2期から継続して、学部ハラスメント委員を配置している。 
経済的支援として、予約・給付型奨学金制度を第２期から引き続き継続している。 
 

分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目４－２－１ 
学生の生活、健康、就職等進路に

関する相談・助言体制及び各種ハ

ラスメント等に関する相談・助言

体制を整備していること 

別紙様式 4-2-1（人事課）相談・助言体制等一覧 
根拠資料 4-2-1-01（学生生活課）国立大学法人佐賀大学学生支援室設置規
則 
根拠資料 4-2-1-02（学生生活課）国立大学法人佐賀大学学生支援室運営規
程 
根拠資料 4-2-1-03（学生生活課・就職）国立大学法人佐賀大学キャリアセ
ンター規則 
根拠資料 4-2-1-04（学生生活課）佐賀大学保健管理センター規則 
根拠資料 4-2-1-05（人事課）国立大学法人佐賀大学メンタルヘルス等相談
窓口設置規程 
根拠資料 4-2-1-07（人事課）国立大学法人佐賀大学ハラスメント等防止規
則 
根拠資料 4-2-1-08（人事課）国立大学法人佐賀大学ハラスメントの防止に
関するガイドライン 
根拠資料 4-2-1-09（人事課）令和２年度ハラスメント防止への取組 
根拠資料 4-2-1-10（人事課）相談員マニュアル 
根拠資料 4-2-1-11（人事課）大学生活のための情報知ってますか？ 
根拠資料 4-2-1-12（学生生活課）学生便覧【令和３年度】（相談窓口部分
抜粋） 
 

分析項目４－２－２ 
学生の部活動や自治会活動等の課

外活動が円滑に行われるよう、必

要な支援を行っていること 
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分析項目４－２－３ 
留学生への生活支援等を行う体制

を整備し、必要に応じて生活支援

等を行っていること 

別紙様式 4-2-3（国際課）留学生への生活支援の内容及び実施体制 
根拠資料 4-2-3-01（国際課）外国人留学生ガイドブック 2021 
根拠資料 4-2-3-02（国際課）佐賀大学国際交流会館の概要 
根拠資料 4-2-3-03（国際課）国立大学法人佐賀大学国際交流推進センター
日本語研修コース規程 
根拠資料 4-2-3-04（国際課）国立大学法人佐賀大学国際交流推進センター
日本語研修コース細則 
根拠資料 4-2-3-05（国際課）佐賀大学国際交流会館規程 
根拠資料 4-2-3-06（国際課）佐賀大学国際交流会館使用細則 
根拠資料 4-2-3-07（全学教育機構）佐賀大学全学教育機構規則 
根拠資料 4-2-3-08（全学教育機構）佐賀大学全学教育機構組織運営規程 
 

分析項目４－２－４ 
障害のある学生その他特別な支援

を行うことが必要と考えられる学

生への生活支援等を行う体制を整

備し、必要に応じて生活支援等を

行っていること 

（学生支援室において生活支援等を行っている。） 

分析項目４－２－５ 
学生に対する経済面での援助を行

っていること 

（学生生活課（留学生は国際課）において奨学金、授業料免除等の申請手
続き等を行っている。） 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

【優れた成果が確認できる取組】 
予約型・給付型奨学金を第２期から継続して実施している。 

 

 

 

領域５ 学生の受入に関する基準 

基準５－１ 学生受入方針が明確に定められていること 

【基準にかかる状況及び特色】 
学生受入方針は、学科ごとに、「求める学生像」として公表している。 

 
【関連する中期計画の取組状況】（関連する中期計画がある場合） 
０１８ 平成 28年度に、学生受入方針は改定された。 

分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目５－１－１ 
学生受入方針において、「求める

学生像」及び「入学者選抜の基本

方針」の双方を明示していること 

根拠資料 5-1-1-01（入試課）アドミッションポリシー（学部） 
 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

 

基準５－２ 学生の受入が適切に実施されていること 

【基準にかかる状況及び特色】 
入学者の選抜については、佐賀大学入学者選抜規則に基づき、適切に実施している。 
2021年度 ⼀般選抜より大学入学共通テストにおける英語の配点比率を変更、加えて特色加点制度を

導入した。 
また、2021年度学校推薦型選抜Ⅰでは活動実績報告書（加点式）（任意）を導入した。 
2022年度学校推薦型選抜ⅠでのＣＢＴ（タブレット端末を用いた試験）導入については、適切に予

告している。 
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分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目５－２－１ 
学生受入方針に沿って、受入方法

を採用しており、実施体制により

構成に実施していること 

別紙様式 5-2-1（入試課）入学者選抜の方法一覧 
根拠資料 5-2-1-01（入試課）実施組織・実施体制（学部）（非公表） 
根拠資料 5-2-1-03（入試課）実施要項（学部）（非公表） 
根拠資料 5-2-1-05（入試課）入学者選抜方法等の変更予告  
 

分析項目５－２－２ 
学生受入方針に沿った学生の受入

が実際に行われているかどうかを

検証するための取組を行ってお

り、その結果を入学者選抜の改善

に役立てていること 

根拠資料 5-2-2-01（入試課）志願倍率 
根拠資料 5-2-2-02（入試課）入試制度変更届 
 

分析項目５－２－○ 入学者の選抜において、学力を適切に測定すること 

【基準にかかる状況及び特色】 
 一般選抜において、特色加点制度を導入。 
 学校推薦型選抜Ⅰにおいて、活動実績報告書（加点式）（任意）を導入した。 
学校推薦型選抜Ⅰにおいて、普通系学科に数学のＣＢＴ（タブレット端末を用いた試験）を課し、

商業系学科に英語のＣＢＴを課す。 
【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 
【改善を要する事項】 
 ・推薦入試合格者が、他の選抜方法入学者と比べ入学後の学業成績が低いのではないかとの疑義が
あるので入学者選抜制度・方法の検証が必要である。 

 ・推薦入試・商業高校系における「自主的活動」の特色加点導入について実施に向けて作業を進め
る。 

 ・一般入試における特色加点導入に向けＪＢＳを利用する実施に向けて作業を進める。 

【改善を要する事項の改善状況】 
  
 ・推薦入試合格者入学後の学業成績を検証し、他の選抜入試合格者と同等であるという結論に至っ        

た 
 ・2021年度学校推薦型選抜Ⅰ（商業系）より活動実績報告書（加点式）（任意）を導入した。 
 ・2021年度一般入試より、特色加点を導入した 
 

 

基準５－３ 実入学者数が入学定員に対して適正な数となっていること 

【基準にかかる状況及び特色】 
2020年度の入学定員充足率は、経済学科 110％、経営学科 108％、経済法学科 107％、学部合計

で 108％であり、適正な数に収まっている。 

分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目５－３－１ 
実入学者数が、入学定員を大幅に

超える、又は大幅に下回る状況に

なっていないこと 

根拠資料 5-3-1-01（入試課）学部別状況 
 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 
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領域６ 教育課程と学習成果に関する基準 

基準６－１ 学位授与方針が具体的かつ明確であること 

【基準にかかる状況及び特色】 
特になし 

 
分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目６－１－１ 
学位授与方針を、大学等の目的を

踏まえて、具体的かつ明確に策定

していること 

根拠資料 6-1-A-01（教務課）教育委員会資料（DP・CPガイドライン） 
根拠資料 6-1-1-02（経済学部）学位授与、教育課程編成・実施の方針 
 
 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

 

基準６－２ 教育課程方針が，学位授与方針と整合的であること 

【基準にかかる状況及び特色】 
特になし 

 
分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目６－２－１ 
教育課程方針において、学生や授

業科目を担当する教員が解り易い

ように、①教育課程の編成の方

針、②教育課程における教育・学

習方法に関する方針、③学習成果

の評価の方針を明確かつ具体的に

明示していること 

根拠資料 6-2-A-01（（教務課）教育委員会資料（DP・CPガイドライン） 
根拠資料 6-2-1-02（経済学部）学位授与、教育課程編成・実施の方針 
 

分析項目６－２－２ 
教育課程方針が学位授与方針と整

合性を有していること 

根拠資料 6-2-A-01（教務課）教育委員会資料（DP・CPガイドライン） 
根拠資料 6-2-2-02（経済学部）学位授与、教育課程編成・実施の方針 
 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

 

基準６－３ 教育課程の編成及び授業科目の内容が，学位授与方針及び教育課程方針に則して，
体系的であり相応しい水準であること 

【基準にかかる状況及び特色】 
 特になし 
 

分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目６－３－１ 
教育課程の編成が、体系性を有し

ていること 

根拠資料 6-3-A-01（教務課）カリキュラムマップ『経済学部マニュアル』 
根拠資料 6-3-1-02（教務課）経済学部履修モデル（P53～） 
根拠資料 6-3-1-03（教務課) 開講科目一覧（令和 2年度コースナンバー入
り） 
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分析項目６－３－２ 
授業科目の内容が、授与する学位

に相応しい水準となっていること 

根拠資料 6-3-2-01（教務課）オンラインシラバス 
根拠資料 6-3-2-02（教務課）シラバス点検・改善に関する要項 
根拠資料 6-3-2-03（教務課）シラバス点検フロー 
根拠資料 6-3-2-04（教務課）シラバス作成の手引き 
根拠資料 6-3-2-05（教務課）シラバス点検表 
根拠資料 6-3-2-06（経済学部）平成 31･令和元年度自己点検・評価報告書
（抜粋） 
 

分析項目６－３－３ 
他の大学又は大学以外の教育施設

等における学習、入学前の既修得

単位等の単位認定を行っている場

合、認定に関する規定を法令に従

い規則等で定めていること 

根拠資料 6-3-3-01（総務課）佐賀大学学則（第 35条） 
根拠資料 6-3-B-02_卒業論文の刊行に関する資料 
根拠資料 6-3-3-03（経済学部）佐賀大学経済学部規則 
 

分析項目６－３－４ （大学院）該当なし 

分析項目６－３－５ 本学該当なし 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

 

基準６－４ 学位授与方針及び教育課程方針に則して，適切な授業形態，学習指導法が採用され
ていること 

【基準にかかる状況及び特色】 
 特になし 
 

分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目６－４－１ 
１年間の授業を行う機関が原則と

して 35週にわたるものとなって

いること 

根拠資料 6-4-1-01（教務課）令和 2年度学年暦 
 

分析項目６－４－２ 
各科目の授業期間が 10週又は 15

週にわたるものとなっているこ

と。なお、10週又は 15週と異な

る授業期間を設定する場合は、教

育上の必要があり、10週又は 15

週を期間として授業を行う場合と

同等以上の十分な教育効果をあげ

ていること 

根拠資料 6-4-2-01（教務課）オンラインシラバス 
根拠資料 6-4-2-02（教務課）シラバス点検・改善に関する要項 
根拠資料 6-4-2-03（教務課）シラバス点検フロー 
根拠資料 6-4-2-04（教務課）シラバス作成の手引き 
根拠資料 6-4-2-05（教務課）シラバス点検表 
 
 

分析項目６－４－３ 
適切な授業形態、学習指導法が採

用され、授業の方法及び内容が学

生に対して明示されていること 

根拠資料 6-4-A-01（教務課）アクティブラーニング導入状況調査 
根拠資料 6-4-B-02（教務課）インターンシップ実施状況等調査 
根拠資料 6-4-3-03（教務課）オンラインシラバス 
根拠資料 6-4-3-04（教務課）シラバス点検・改善に関する要項 
根拠資料 6-4-3-05（教務課）シラバス点検フロー 
根拠資料 6-4-3-06（教務課）シラバス作成の手引き 
根拠資料 6-4-3-07（教務課）シラバス点検表 
 

分析項目６－４－４ 
教育上主要と認める授業科目は、

原則として選任の教授・准教授が

担当していること 

別紙様式 6-4-4（教務課） 教育上主要と認める授業科目 
 

分析項目６－４－５ （専門職大学院）該当なし 

分析項目６－４－６ （大学院）該当なし 

分析項目６－４－７ 本学該当なし 

分析項目６－４－８ （教職大学院）該当なし 
分析項目６－４－９ 本学該当なし 
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分析項目６－４－10 本学該当なし 

分析項目６－４－11 本学該当なし 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

【改善を要する事項】 
ルーブリック評価を取り入れている科目が少ない。 

【改善を要する事項の改善状況】 
来年度にむけてさらにルーブリック評価を取り入れる科目を増やす。 
 

 

基準６－５ 学位授与方針に則して適切な履修指導，支援が行われていること 

【基準にかかる状況及び特色】 
特になし 

 
分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目６－５－１ 
学生のニーズに応え得る履修指導

の体制を組織として整備し、指

導、助言が行われていること 

別紙様式 6-5-1（経済学部）履修指導の実施状況 
根拠資料 6-5-A-01（教務課）評価反映経費 LP入力率（非公表） 
根拠資料 6-5-1-02（教務課）佐賀大学ラーニング・ポートフォリオ実施要
項 
根拠資料 6-5-1-03（教務課）佐賀大学チューター（担任）制度に関する実
施要項 
根拠資料 6-5-1-04（教務課）ラーニングポートフォリオ(チューター用)_
要望登録 
根拠資料 6-5-1-05（教務課）ラーニングポートフォリオ(学生用)_要望登
録 
根拠資料 6-5-1-06（教務課）シラバス説明文（学生用） 
 

分析項目６－５－２ 
学生のニーズに応え得る学習相談

の体制を整備し、指導、助言が行

われていること 

別紙様式 6-5-2（経済学部）学習相談の実施状況 
根拠資料 6-5-B-01（経済学部）学習相談の実施状況が確認できる 
 

分析項目６－５－３ 
社会的・職業的自立を図るために

必要な能力を培う取組を実施して

いること 

別紙様式 6-5-3（経済学部）社会的・職業的自立を図るために必要な能力
を培う取組 
 

分析項目６－５－４ 
障害のある学生、留学生、その他

履修上特別な支援を要する学生に

対する学習支援を行う体制を整え

ていること 

別紙様式 6-5-4（経済学部）履修上特別な支援を要する学生等に対する学
習支援の状況 
 
＊学部では、学生支援室からの要請に基づき、授業や大学生活に係る配
慮・支援を行っている。 
 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

【優れた成果が確認できる取組】 
２年次と３年次の初めに履修ガイダンスを行い、学位授与方針と学位取得に向けた履修の方法を学生
に周知している。 

 

基準６－６ 教育課程方針に則して，公正な成績評価が厳格かつ客観的に実施されていること 

【基準にかかる状況及び特色】 
 特になし 
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分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目６－６－１ 
成績評価基準を学位授与方針及び

教育課程方針に則して定められて

いる学習成果の評価の方針と整合

性をもって、組織として策定して

いること 

根拠資料 6-6-1-01（教務課）佐賀大学成績判定等に関する規程 
 

分析項目６－６－２ 
成績評価基準を学生に周知してい

ること 

根拠資料 6-6-2-01（教務課）学生便覧（P100～）【R2】 
 

分析項目６－６－３ 
成績評価基準に則り各授業科目の

成績評価や単位認定が厳格かつ客

観的に行われていることについ

て、組織的に確認していること 

根拠資料 6-6-3-01（教務課）ＧＰＡ学生用説明文(H26改訂版） 
根拠資料 6-6-3-02（教務課）佐賀大学における成績評定平均値に関する規
程 計算例 
根拠資料 6-6-3-03（教務課）シラバスの点検及び改善に関する要項 
根拠資料 6-6-3-04（教務課）シラバス作成の手引き 
根拠資料 6-6-3-05（教務課）シラバス点検フロー 
根拠資料 6-6-3-06（教務課）シラバス点検表 
根拠資料 6-6-3-07（経済学部）佐賀大学経済学部における授業科目の履修
登録単位数の上限に関する内規 
 

分析項目６－６－４ 
成績に対する異議申立て制度を組

織的に設けていること 

 

根拠資料 6-6-4-01（教務課）学生便覧 佐賀大学学生の成績評価の異議申
立ての手続きに関する要項（P107）【R2】 
 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

 

基準６－７ 大学等の目的及び学位授与方針に則して，公正な卒業（修了）判定が実施されてい
ること 

【基準にかかる状況及び特色】 
特になし 

 
分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目６－７－１ 
大学等の目的及び学位授与方針に

則して、卒業の要件を組織的に策

定していること 

根拠資料 6-7-1-01（総務課）佐賀大学学則（第 35条） 
根拠資料 6-7-1-02（経済学部）佐賀大学経済学部規則（第 11条） 
根拠資料 6-7-1-03（経済学部）佐賀大学経済学部履修細則 
 

分析項目６－７－２ （大学院）該当なし 

分析項目６－７－３ 
策定した卒業要件を学生に周知し

ていること 

根拠資料 6-7-3-01（教務課）オンラインシラバス 
根拠資料 6-7-3-02（教務課）履修の手引き 
根拠資料 6-7-3-03（経済学部）経済学部マニュアル 
 

分析項目６－７－４ 
卒業の認定を、卒業要件に則して

組織的に実施していること 

根拠資料 6-7-4-01（経済学部）教授会等での審議状況等の資料 
 

分析項目６－７－５ 本学該当なし 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

 

基準６－８ 大学等の目的及び学位授与方針に則して，適切な学習成果が得られていること 

【基準にかかる状況及び特色】 
 特になし 
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分析項目 分析項目にかかる根拠資料・データ 

分析項目６－８－１ 
標準修業年限内の卒業率及び「標

準修業年限×1.5」年内卒業率、

資格取得率の状況が、大学等の目

的及び学位授与方針に則して適正

な状況にあること 

別紙様式 6-8-1-(00)（教務課）標準修業年限内の卒業（修了）率（※
１），「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率（※２）（過去５年分） 
 

分析項目６－８－２ 
就職（就職希望者に対する就職者

の割合）及び進学の状況が、大学

等の目的及び学位授与方針に則し

て適正な状況にあること 

別紙様式 6-8-2-(00)（学生生活課(就職)）「就職率及び進学率の状況」（過
去５年分） 
 

分析項目６－８－３ 
卒業時の学生からの意見聴取の結

果により、大学等の目的及び学位

授与方針に則した学習成果が得ら

れていること 

 

分析項目６－８－４ 
卒業後一定期間の就業経験等を得

た卒業生からの意見聴取の結果に

より、大学等の目的及び学位授与

方針に則した学習成果が得られて

いること 

 

分析項目６－８－５ 
就職先等からの意見聴取の結果に

より、大学等の目的及び学位授与

方針に則した学習成果が得られて

いること 

 

活動取組６－８－Ａ 
上記の分析のみでは自己評価でき

ない活動や取組における個性や特

色 

卒業予定者を対象として選択必修科目を対象としたコア科目確認試験を実
施している。 
 
根拠資料 6-8-A-01（経済学部）コア科目群認定試験資料 
 

【基準に係る判断】 
☒ ①当該基準を満たす 
☐ ②当該基準を満たさない 

【優れた成果が確認できる取組】 
卒業予定者が一定の水準を満たしていることを確認するコア科目確認試験を実施しており、合格水準
に達することを卒業生に求めている。 

【改善を要する事項】 
コア科目確認試験において問題により正答率に差があるので、これを調整する必要がある。 

【改善を要する事項の改善状況】 
コア科目確認試験の問題作成を行う教員に他の問題を参考に問題を作成しなおすよう要請し、問題を
全面的に改訂し、正答率に極端な差が出ないように調整した。 
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Ⅲ－Ⅱ 教育の水準の分析（教育活動及び教育成果の状況）  

 

（１）観点ごとの分析                     
分析項目Ⅰ 教育活動の状況 

学位授与方針と教育課程方針は整合的であり、経済学部マニュアルなどで学生や教員に周知されて

いる。また履修相談や学習相談もチューター教員と経済学部教育委員により複数回行われており、学

位授与の方針も十分に伝えられ、卒業に向けた履修がスムーズに運ぶようになっている。卒業予定者

に対してはコア科目確認試験を実施し選択必修科目の水準が卒業に見合うものになっているかをチェ

ックしている。 

 

＜必須記載項目１ 学位授与方針＞ 基準６－１と重複 

【基本的な記載事項】 

   ・公表された学位授与方針（根拠資料６－１－１－02） 

 

【令和２年度の特記事項】 

（特になし） 

 

＜必須記載項目２ 教育課程方針＞ 基準６－２と重複 

【基本的な記載事項】 

・公表された教育課程方針（根拠資料６－２－１－02） 

 

【令和２年度の特記事項】 

（特になし） 

 

＜必須記載項目３ 教育課程の編成、授業科目の内容＞ 基準６－３と重複 

【基本的な記載事項】 

・体系性が確認できる資料（根拠資料６－３－Ａ－01） 

・自己点検・評価において体系性や水準に関する検証状況が確認できる資料 

（根拠資料６－３－２－06） 

 

【令和２年度の特記事項】 

（特になし） 

 

＜必須記載項目４ 授業形態、学習指導法＞ 基準６－４と重複 

【基本的な記載事項】 
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・１年間の授業を行う期間が確認できる資料（根拠資料６－４－１－01） 

・シラバスの全件、全項目が確認できる資料、学生便覧等関係資料（根拠資料６－４－３－03～07） 

・インターンシップの実施状況が確認できる資料（根拠資料６－４－Ｂ－02） 

・指標番号５：海外派遣率（データ分析集） 

・指標番号９：専任教員あたりの学生数（データ分析集） 

・指標番号 10：専任教員に占める女性専任教員の割合（データ分析集） 

 

【令和２年度の特記事項】 

（特になし） 

 

＜必須記載項目５ 履修指導、支援＞ 基準６－５と重複 

【基本的な記載事項】 

・履修指導の実施状況が確認できる資料（別紙様式６－５－１） 

・学習相談の実施状況が確認できる資料（別紙様式６－５－２） 

・社会的・職業的自立を図るために必要な能力を培う取組が確認できる資料 

 （別紙様式６－５－３） 

・履修上特別な支援を要する学生等に対する学習支援の状況が確認できる資料 

（別紙様式６－５－４ ） 

 

 

【令和２年度の特記事項】 

（特になし） 

 

＜必須記載項目６ 成績評価＞ 基準６－６と重複 

【基本的な記載事項】 

・成績評価基準（根拠資料６－６－１－01） 

・学生からの成績評価に関する申立ての手続きや学生への周知等が明示されている資料 

（根拠資料６－６－４－01） 

 

【令和２年度の特記事項】 

（特になし） 

 

＜必須記載項目７ 卒業判定＞ 基準６－７と重複 

【基本的な記載事項】 

・卒業の要件を定めた規定（根拠資料６－７－１－01） 

・卒業判定に関する教授会等の審議及び学長など組織的な関わり方を含めて卒業判定の手順が確認
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できる資料（根拠資料６－７－１－02） 

    

【令和２年度の特記事項】 

（特になし） 

 

＜必須記載項目８ 学生の受入＞ 基準５と重複 

【基本的な記載事項】 

・学生受入方針が確認できる資料（根拠資料５－１－１－01） 

・入学者選抜確定志願状況における志願倍率（文部科学省公表） 

   ・指標番号１：女性学生の割合（データ分析集） 

・指標番号２：社会人学生の割合（データ分析集） 

・指標番号３：留学生の割合（データ分析集） 

・指標番号６：受験者倍率（データ分析集） 

・指標番号７：入学定員充足率（データ分析集） 

 

・学生の受入方針は、学科ごとに、「求める学生像」として決定し、公表している。 
http://www.sao.saga-u.ac.jp/PDF/AP/keizai.pdf 

・受験者倍率は 2.354であり、2倍以上を維持している。また、入学者に占める女子学生は 42.8％、

社会人学生は０％、留学生は 1.1％である。入学定員充足率は、107.7％であり、110％以内に収

まっている。 

 

【令和２年度の特記事項】 

・育成型高大連携事業として、「社会へのとびら」を開始した。これは、佐賀県下の希望する高校

生に対して、社会科学の文献を読み、レポートを提出させ、３年次には自ら定めたテーマについ

てレポートをまとめ発表させるというプロジェクトである。 

 2020年度は、新型コロナ感染症の影響により高校１年生について募集を停止した。 

 

【改善を要する点】 

・推薦入試合格者が、他の選抜方法入学者と比べ入学後の学業成績が低いのではないかとの疑義が

あるので入学者選抜制度・方法の検証が必要である。 

・推薦入試・商業高校系における「自主的活動」の特色加点導入について実施に向けて作業を進め

る。 

・一般入試における特色加点導入に向けＪＢＳを利用する実施に向けて作業を進める。 

 

  【改善の状況】 

   ・推薦入試合格者入学後の学業成績を検証し、他の選抜入試合格者と同等であるという結論に至っ

http://www.sao.saga-u.ac.jp/PDF/AP/keizai.pdf
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た。 

 ・2021年度学校推薦型選抜Ⅰ（商業系）より活動実績報告書（加点式）（任意）を導入した。 

・2021年度一般入試より、特色加点を導入した。 

 

 

分析項目Ⅱ 教育成果の状況 

  標準年限内での卒業率は 92.1％であり、卒業に向けての単位取得とコア科目確認試験の合格は、問題

ない水準であると考えられる。コア科目確認試験の不合格者に対してはチューター教員が責任をもって

卒業までに合格できる水準まで到達できるよう指導しており、十分に学位授与方針に沿った卒業生を送

り出せているといえる。 

 

＜必須記載項目１ 卒業率、資格取得等＞ 

【基本的な記載事項】 

   ・指標番号 14：留年率（データ分析集） 

・指標番号 15：退学率（データ分析集） 

・指標番号 16：休学率（データ分析集） 

・指標番号 17：卒業・修了者のうち標準修業年限内の卒業・修了率（データ分析集） 

・指標番号 18：卒業・修了者のうち標準修業年限×1.5年以内での卒業・修了率（データ分析集） 

・指標番号 19：受験者数に対する資格取得率（データ分析集） 

・指標番号 20：卒業・修了者に対する資格取得率（データ分析集） 

    

 

【令和２年度の特記事項】 

（特になし） 

 

＜必須記載項目２ 就職、進学＞ 

【基本的な記載事項】 

・指標番号 21：進学率（データ分析集） 

・指標番号 22：卒業・修了者に占める就職者の割合（データ分析集） 

・指標番号 23：職業別就職率（データ分析集） 

・指標番号 24：産業別就職率（データ分析集） 

 

【令和２年度の特記事項】 

（特になし） 
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（２）優れた点，改善を要する点及び改善の状況 

 【優れた点】 

 高大連携事業「社会へのとびら」を開講し、高校生が受講している。 

年度の初めに大学２年生向けと３年生向けの履修ガイダンスを行い、毎年、卒業要件と履修の方法

を学生に周知している。また年に２回、保護者に対する学習相談がチューター教員と教育委員で行わ

れており、卒業に向けてサポートする体制が整えられている。 

コア科目確認試験を実施し、卒業に際して学生が選択肢必修科目であるコア科目で十分な水準を保

持していることを確認している。またこの試験に不合格であった学生に対しては、チューター教員が

責任をもって水準に達する状況にしてから卒業させている。 

 

 【改善を要する点】 

・ルーブリック評価を採用しているか科目が少ない。 

・コア科目確認試験において問題により正答率の差があるので、これを調整する必要がある。 

・経済学部内部質保証の手順を定める必要がある。 

・ひとつの学部で経済と法学を学べる利点を生かす。 

・実際の企業人と接する機会を増やす。 

 

 【改善の状況】 

  ・来年度にむけてさらにルーブリック評価を取り入れる科目を増やす。 

  ・コア科目確認試験の問題作成を行う教員に他の問題を参考に問題を作成しなおすよう要請し、問題

を全面的に改訂し、正答率に極端な差が出ないように調整した。 

  ・佐賀大学経済学部における教育課程点検・改善実施要項（令和 2年 4月 8日制定）を制定した。こ

れによって、教育課程の点検は教育委員会で行い、点検を踏まえた改善は各学科の学科会議と連携

して必要な対処方法を決定するなど役割分担を定めた。 

  ・令和 3年度より、1年生後期の入門ゼミの中身を改編し、経済×法学、経営×法学、民間企業×法

律、行政×法律という縛りのもと、学部内の他学科間の教員の連携と実務家の招聘による学科融

合に基づく現実の問題意識を持たせる教育を始める計画である。 

  ・令和 3年度より、1年生後期の入門ゼミの中身を改編し「社会課題演習」という科目を開講し、行

政機関や企業の方にも出講していただくよう検討している。 

 

 

（３）自己評価の概要 

  若干の改善点はあるが、学生の卒業を支援する体制を組織的にとっており、教育活動は問題なく進行

していると判断できる。また卒業生の水準はアンケートなどの資料以外にもコア科目確認試験を行うこ

とでも確認することができ、十分な教育成果をもって卒業生を送り出しているといえる。 
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Ⅳ－Ⅰ 研究に関する状況と自己評価  

 

（１）観点ごとの分析 
 Ａ－１ 大学の目的に照らして、研究活動を実施するために必要な体制が適切に整備され、機能して

いること。 

 
観点Ａ－１－①： 研究の実施体制及び支援・推進体制が適切に整備され、機能しているか。 

 
【観点に係る状況】 

 大学における研究推進戦略に基づき、研究の実施体制および支援・推薦体制を整備している。学部に

おける組織的な取り組みとして、1989年に設置した地域経済研究センターを中心として、地域社会・

経済に関する調査・研究を推進している。2016年度以降、毎年、地域に根差した調査・研究課題に基

づく研究プロジェクトを学部内公募事業として募集し、申請書の審査結果を踏まえて、予算配分を行っ

ている。当該研究成果は、同センターのホームページで公開している。 
 また、2020年に「研究推進委員会」を新設し、研究の活性化を図っている。 

さらに、学部に置かれた佐賀大学経済学会において、出版助成を行い、毎年 2名程度（1件当た 150万

円を上限）に対して、著書刊行の機会を確保している。 

教員採用に際して、本学の男女共同参画及びダイバーシティの方針に基づき、若手教員と女性教員の

獲得を重視した公募を実施し、採用している。 

   

 

【根拠資料・データ】 

 ・教員の年齢別・性別内訳（別紙様式１－２－２） 

 ・教育研究上の基本組織一覧（別紙様式２－１－２） 

 ・研究支援組織（事務組織や技術職員組織等）の整備・機能状況が確認できる資料 

（根拠資料２－５－５－02,03） 

 ・研究成果の発信や刊行のための組織の整備・機能状況が確認できる資料 

   ・佐賀大学経済学会（別添資料２） 

・佐賀大学経済学会会則（別添資料３） 

・業書の刊行（別添資料４） 

・佐賀大学経済論集編集規程及び投稿規定（別添資料５） 

・理事会・叢書刊行委員会 議事録（別添資料６） 

 

 【分析結果とその根拠理由】 

基盤研究及び特色ある研究を推進することを掲げる大学の基本方針に基づき、また本学の男女共

同参画及びダイバーシティ推進の方針を踏まえて、学部における研究体制を整備し、研究機能の維

持・確保を行ってきている。 
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 観点Ａ－１－②： 研究活動に関する施策が適切に定められ、実施されているか。 
 
【観点に係る状況】 

大学における研究施策に従い、研究活動を実施している。 

 

 【根拠資料・データ】 

 ・外部研究資金の獲得や大学内部での研究資金の配分に関する施策の実施状況が確認できる資料 

・地域経済研究センター 学部内公募事業（地域課題探索型プロジェクト、学生チャレンジ地域連携

プロジェクトのそれぞれの採択課題と採択者など）  

  http://www.eco.saga-u.ac.jp/kenkyu.php 

 ・国内外の共同研究推進支援に関する施策の実施状況が確認できる資料 

  ・若手研究者の育成や研究時間の確保に関する施策の状況が確認できる資料 

    ・2020年度経済学部若手研究者支援状況（教員会議資料）（別添資料７） 

 ・研究成果の公表・発信の実施状況が確認できる資料 

  ・佐賀大学機関リポジトリ（経済学部） http://portal.dl.saga-u.ac.jp/handle/123456789/6 

 ・佐賀地域経済研究会  http://srda.eco.saga-u.ac.jp/ 

 ・佐賀大学経済学会  http://www.eco.saga-u.ac.jp/kenkyu.php 

 ・地域経済研究センター CRES Working Workshop 

  http://www.eco.saga-u.ac.jp/kenkyu.php 

・地域経済研究センター CRES Working Paper Series 

  http://www.eco.saga-u.ac.jp/kankoubutsu.php#CRESWorkingPaperSeries 

・構成員への法令遵守や研究者倫理等に関する施策の状況が確認できる資料 

  ・2020年度研究倫理教育実施状況報告書（別添資料８） 

  ・2020年度（履行状況チェックシート）公正な研究活動の推進に関するガイドライン（研究倫理教

育）（別添資料９） 

  

 【分析結果とその根拠理由】 

   大学における研究施策に従い学部の研究活動を進められている。 

 
 
 観点Ａ－１－③： 研究活動の質の向上のために研究活動の状況を検証し、問題点等を改善するため

の取組が行われているか。 

 
【観点に係る状況】 
 個人評価報告書および教員活動データベースで状況を検証し、学部運営会議において問題点等を見

出し改善するようにしている。 

http://srda.eco.saga-u.ac.jp/
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また、学部に置かれた佐賀大学経済学会において出版助成を行う際、同学会編集委員会に出版する

研究内容等を事前に確認するとともに、同学会総会における審議によって助成対象者を決定してい

る。 

50歳未満の若手研究者に対する研究支援の施策として、追加の研究費配分を行うことを決定し、

研究活動の支援を実施している。 

 

 【根拠資料・データ】 

 ・外部者（大学の教職員以外の者）による検証を行っている場合は、その実施状況（実施組織、実施

方法）が確認できる資料 

  ・2020年度外部評価実施概要（別添資料１０） 

  ・2020年度外部評価次第（別添資料１１） 

 ・自己点検・評価書、外部評価書等の該当部分 

  ・外部評価委員検証結果報告書（観点 10～12が該当）（別添資料１２） 

 ・研究成果の発信や刊行のための組織の整備・機能状況が確認できる資料 

  ・理事会・叢書刊行委員会 議事録（別添資料６） 

  ・2020年度経済学部若手研究者支援状況（教員会議資料）（別添資料７） 

 

 【分析結果とその根拠理由】 

  教員個人が毎年作成している研究に関する自己評価に係る報告にもとづいて活動状況を把握する

とともに、著書刊行助成と学会報告に対する財政的支援を実施することにより、学部における研究

活動を促進する体制を構築し機能させている。 

 

 

 Ａ－２ 大学の目的に照らして、研究活動が活発に行われており、研究の成果が上がっていること。 

 
 観点Ａ－２－①： 研究活動の実施状況から判断して、研究活動が活発に行われているか。 

 
【観点に係る状況】 

教員活動データベースで学部教員の研究成果（著書、論文、学会報告、講演）についての取り組み

状況が公表されている。また、地域経済・社会に関する本学の特色となる研究成果については、学部

に置かれた地域経済研究センターのホームページに開設された研究成果一覧において全て公開されて

いる。 

また、学部紀要である「佐賀大学経済論集」の掲載論文は、大学機関リポジトリをとおして公開さ

れている。学外の学会誌など査読付きジャーナルへの投稿の呼び水として、地域経済研究センターで

CRES Working Paper Seriesを刊行し、センターHPで公開している。ただし、学外の学会誌など査読

付きジャーナルに掲載されたものは、著作権の関係で、要旨のみを公開している。 
   また、科研申請件数及び採択件数を増加させるために、採択実績が多い教員を査読者として、採択

実績がない又は長期間採択に至っていない教員の申請書を確認・指導する学部内の科研申請書査読体

制を構築した。 
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 【根拠資料・データ】 

 ・研究出版物、研究発表、その他成果物の公表件数、科学研究費助成事業の申請件数 

  ・2021年度科学研究費助成事業部局別種目別新規申請件数一覧（別添資料１３） 

    ・2020年度経済学部科研費申請状況（別添資料１４） 

 ・学部全体での研究活動の実施状況が確認できる資料 

  ・佐賀大学教員活動データベース  http://research.dl.saga-

u.ac.jp/search/index.html;jsessionid=ADD08CB94E890BAC3BA0AE1D5AF9BF32?lang=ja 

・佐賀大学機関リポジトリ（佐賀大学経済論集） 

     http://portal.dl.saga-u.ac.jp/citation-home?citation_id=49 

  ・2020年度の CRES Working Paper Seriesに掲載した論文の学会誌など学外査読付きジャーナルへ

の掲載の推進（本数比率は 3/6） 

  ・地域経済研究センターCRES公開論文一覧  

       http://www.eco.saga-u.ac.jp/kankoubutsu.php#CRESWorkingPaperSeries 

 

 【分析結果とその根拠理由】 

   学部・経済学会が毎年公募する著書の出版助成の対象者は募集枠（2名）を超える応募者の中か

ら決定されており、学部地域経済研究センターが募集する地域経済・社会に関する研究プロジェク

トについても、複数応募者の中からプロジェクト予算上限額までの対象者を決定している。また、

地域の団体との共同研究も複数実施されている。上記の状況から、活発な研究活動が行われている

といえる。 

    また、科研申請は、2020年度には申請率が 57.9%（前年度比 15.1％減）、採択率が 0％（前年度

比 14.8％減）となった。 

 
 
観点Ａ－２－②： 研究活動の成果の質を示す実績から判断して、研究の質が確保されているか。 

 
【観点に係る状況】 

科学研究費助成金の採択率は、0%であり、本学が第３期期間の目標に設定した20%に達しなかった。 
地域指向型の共同研究として、団体又は企業と実施している件数は２件あった。受託研究は、０件

であった。 

また、教員の学会報告は、国内の学会 17 件で、国際学会（国内開催を含む）４件で実施された。 
このほか、６名の教員が、政府等の研究機関・シンクタンク（（独）経済産業研究所、アジア成長

研究所、九州経済調査協会）における研究員などとして、また国の審議会等（国土交通省、厚生労働

省、法務省、財務省、消費者庁）の委員として、経済学、経営学、法学の各専門分野の知見を活かし

た研究活動に従事している。 

 

 【根拠資料・データ】 

 ・受賞件数、科学研究費助成事業の獲得件数・金額〔必須〕 

http://research.dl.saga-u.ac.jp/search/index.html;jsessionid=ADD08CB94E890BAC3BA0AE1D5AF9BF32?lang=ja
http://research.dl.saga-u.ac.jp/search/index.html;jsessionid=ADD08CB94E890BAC3BA0AE1D5AF9BF32?lang=ja
http://portal.dl.saga-u.ac.jp/citation-home?citation_id=49
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  ・学術賞等受賞者一覧（別添資料１５） 

  ・R02科研費（補助金）交付決定一覧（別添資料１６） 

  ・R02科研費（基金）交付決定一覧（なし） 

 ・科学研究費助成事業以外の外部資金（受託研究等）の採択件数・金額等が確認できる資料 

  ・経済学部外部資金集計データ（2020年度）（別添資料１７） 

  ・2020年度地域志向型（県内企業）共同研究の契約数（別添資料１８） 

  

  【分析結果とその根拠理由】 

学部における科研費申請書類の査読体制を継続したが、申請率及び採択率は前年度に比して減少

している。また、団体等との共同研究の実施状況、国内外での学会報告の状況から、研究の質の向

上に向けた研究活動が展開されているといえる。また、専門分野の知見を活かしたシンクタンク等

における活動や国の審議会等における活動の状況から、学部における研究の質の確保が図られてい

るといえる。 

 
 

観点Ａ－２－③： 社会・経済・文化の領域における研究成果の活用状況や関連組織・団体からの評

価等から判断して、社会・経済・文化の発展に資する研究が行われているか。  

 
【観点に係る状況】 

研究業績については、2名の教員が刊行した著書について専門誌の書評が掲載されている。 

 

また、学部に設置された地域経済研究センターの所長が地域経済に関する研究を統括し、佐賀県

や北部九州の自治体、事業者その他の関係機関との共同研究を推進し、研究成果を刊行・公表する

ことにより、地域の経済社会のニーズに応えるシンクタンクとしての機能を発揮している。 

  

 

〔書籍〕 

① 早川 智津子（単著）『外国人労働者と法ー入管法政策と労働法政策』信山社 
ISBN978-4641243194（2020年 03月） 

＊書評 
  （1) 濱口桂一郎 hamachanブログ(EU労働法政策雑記帳) 

http://eulabourlaw.cocolog-nifty.com/blog/2020/04/post-ffaee2.html 

(2) 週刊労働新聞 2020年 5月 4日 3255号 16面に紹介あり。 

(3) 矢野昌浩=柳澤武=榊原嘉明＝植村新=早津裕貴「2020 年学界回顧 労働法」法律時報 1158 号 

155頁 

(4) 和田 肇「書評 外国人労働政策全体としてのあるべき姿 早川智津子著『外国人労働者と法 : 入

管法政策と労働法政策』」労働法律旬報 (1963), 39-41, 2020-07 

(5) 根岸 忠「書評 早川智津子著『外国人労働者と法』 : 入管法政策と労働法政策」 

日本労働研究雑誌 63(1), 91-93, 2021-01 
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② 木戸田 力（単著）『企業会計のパラダイムシフトー新たな貸借対照表中心観の確立をめざし て

―』五絃舎 ISBN978-4864341189（2020年 5月） 

＊書評 

（1）『ビジネス科学研究』第 9号、ビジネス科学学会、31-32頁、令和 3年 2月 28日。 

 

  【根拠資料・データ】 

〔地域における共同研究〕 

 ・学部全体での研究成果の社会・経済・文化的な貢献が確認できる資料 

   ・佐賀地域経済研究会『九州佐賀総合政策研究』第４号 

http://srda.eco.saga-u.ac.jp/ 

 

 【分析結果とその根拠理由】 

書評等の実績や地域における共同研究の展開と成果の公表の状況から、学部の研究成果は、社

会・経済の発展に資するものと判断できる。 
 
 
（２）優れた点，改善を要する点及び改善の状況 

 【優れた成果が確認できる取組】 

 学部の基盤的研究を促進するための仕組みとして、学部独自の科研費申請にかかる相互ピア・レ

ビュー制度を継続したこと、および地域経済研究センターにおける競争的研究プロジェクトを継続

したことが挙げられる。 

 
 【改善を要する事項】 

  ・科研費の継続中の者が増えたことと、若手教員の減少が続いていることで、学部内公募事業にト

ライする若手が減っている。若手の採用が喫緊の課題である。 

  ・経済法学科の教員数が不測の状況から、必置数に１名足りない。 

  ・科研費の申請件数が減少し、採択率が０％である。 

 

 【改善の状況】 

  ・令和 2年 4月採用の産業組織論と経営財務論の公募、選考をおこない 2名の若手教員が 4月 1日付

着任した。 

  ・令和 3年 3月採用の知的財産法の公募、選考をおこない若手教員が 3月 1日付着任した。 

・学部に「研究推進委員会」を新設し、研究の活性化を図った。 

・科研費申請書作成についてＦＤを実施し査読体制を強化した。 
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（３）自己評価の概要 

   学部・地域経済研究センターが佐賀県地域のシンクタンクと機能を担っている。また、国および地

方自治体等の公的機関における研究員または審議会委員として、研究成果に基づく活動に従事してい

る。経済学。経営学、法学の三領域の研究成果を広く社会に還元しており、社会科学を専門とする学

部としての役割・機能を果たしていると分析する。 
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Ⅳ－Ⅱ 研究の水準の分析（研究活動及び研究成果の状況） 

 

（１）観点ごとの分析 
分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

 

＜必須記載項目１ 研究の実施体制及び支援・推進体制＞ 

【基本的な記載事項】 

   ・教員の年齢別・性別内訳（別紙様式１－２－２） 

   ・共同利用・共同研究の実施状況が確認できる資料 

    ・共同研究契約書（写し）（別添資料１９） 

・「2020年版佐賀県中小・小規模企業白書」（共同研究成果物）(別添資料２０)  

 

【令和２年度の特記事項】 

・地域経済研究センターにおける公募型研究プロジェクトの継続により、学部教員による共同研究

が促進されている。 

 

＜必須記載項目２ 研究活動に関する施策／研究活動の質の向上＞ 

【基本的な記載事項】 

・ 構成員への法令遵守や研究者倫理等に関する施策の状況が確認できる資料 

・2020年度研究倫理教育実施状況報告書（別添資料８） 

    ・2020年度（履行状況チェックシート）公正な研究活動の推進に関するガイドライン（研究倫

理教育）（別添資料９） 

    ・2020年度 e-ラーニングによる教職員向け情報セキュリティ講習受講率（別添資料２１） 

・2020年度研究倫理教育「eAPRINプログラム」修了状況調（別添資料２２） 

・ 研究活動を検証する組織、検証の方法が確認できる資料 

・佐賀大学経済学部運営会議内規（別添資料２３） 

    

【令和２年度の特記事項】 

（特になし） 

 

＜必須記載項目３ 論文・著書・特許・学会発表など＞ 

【基本的な記載事項】 

・ 佐賀大学教員活動データベース  http://research.dl.saga-

u.ac.jp/search/index.html;jsessionid=ADD08CB94E890BAC3BA0AE1D5AF9BF32?lang=ja 

・ 佐賀大学機関リポジトリ（佐賀大学経済論集） 

   http://portal.dl.saga-u.ac.jp/citation-home?citation_id=49 

http://research.dl.saga-u.ac.jp/search/index.html;jsessionid=ADD08CB94E890BAC3BA0AE1D5AF9BF32?lang=ja
http://research.dl.saga-u.ac.jp/search/index.html;jsessionid=ADD08CB94E890BAC3BA0AE1D5AF9BF32?lang=ja
http://portal.dl.saga-u.ac.jp/citation-home?citation_id=49
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【令和２年度の特記事項】 

・学部教員の論文が、2020 年 11 月 28 日（土）に応用地域学会 第 34 回 研究発表大会（オンライ

ン開催）において、「2020年度 応用地域学会論文賞論文賞（Best Paper Award of ARSC）」を受

賞した。（別添資料２４） 

 ・学部教員の著書が、労働問題に関する図書・論文のうち、社会的に有意義でかつ優れたものに対

する図書を表彰する公益財団法人労働問題リサーチセンターの第 35回（令和２年度）「冲永賞」

に選ばれた。（別添資料２５） 

 

＜必須記載項目４ 研究資金＞ 

【基本的な記載事項】 

・指標番号 25：本務教員あたりの科研費申請件数（新規）（データ分析集） 

・指標番号 26：本務教員あたりの科研費採択内定件数（データ分析集） 

・指標番号 27：科研費採択内定率（新規）（データ分析集） 

・指標番号 28：本務教員あたりの科研費内定金額（データ分析集） 

・指標番号 29：本務教員あたりの競争的資金採択件数（データ分析集） 

・指標番号 30：本務教員あたりの競争的資金受入金額（データ分析集） 

・指標番号 31：本務教員あたりの共同研究受入件数（データ分析集） 

・指標番号 32：本務教員あたりの共同研究受入件数（国内・外国企業からのみ）（データ分析集） 

・指標番号 33：本務教員あたりの共同研究受入金額（データ分析集） 

・指標番号 34：本務教員あたりの共同研究受入金額（国内・外国企業からのみ）（データ分析集） 

・指標番号 35：本務教員あたりの受託研究受入件数（データ分析集） 

・指標番号 36：本務教員あたりの受託研究受入件数（国内・外国企業からのみ）（データ分析集） 

・指標番号 37：本務教員あたりの受託研究受入金額（データ分析集） 

・指標番号 38：本務教員あたりの受託研究受入金額（国内・外国企業からのみ）（データ分析集） 

・指標番号 39：本務教員あたりの寄附金受入件数（データ分析集） 

・指標番号 40：本務教員あたりの寄附金受入金額（データ分析集） 

・指標番号 41：本務教員あたりの特許出願数（データ分析集） 

・指標番号 42：本務教員あたりの特許取得数（データ分析集） 

・指標番号 43：本務教員あたりのライセンス契約数（データ分析集） 

・指標番号 44：本務教員あたりのライセンス収入額（データ分析集） 

・指標番号 45：本務教員あたりの外部研究資金の金額（データ分析集） 

・指標番号 46：本務教員あたりの民間研究資金の金額（データ分析集） 
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【令和２年度の特記事項】 

（特になし） 

 

＜選択記載項目Ａ 地域連携による研究活動＞  

【基本的な記載事項】 

 ・地域経済研究センターの学部内公募事業（教員向け）による「地域課題探索型プロジェクト」

による調査・研究（研究課題、中間報告会の CRES Workshop、最終成果物である一部の CRES 

Working Paper） 

http://www.eco.saga-u.ac.jp/kenkyu.php 

http://www.eco.saga-u.ac.jp/kankoubutsu.php#CRESWorkingPaperSeries 

 ・地域経済研究センターの学部内公募事業（学生向け）による「学生チャレンジ地域連携プロジ

ェクト」による調査・研究（各ゼミ活動のイベントに関するチラシ、最終成果物である報告書） 

http://www.eco.saga-u.ac.jp/kenkyu.php 

 

   ・地域経済研究センターは、後述のように、佐賀県内全 10市、及び、九州経済連合会佐賀地域委員

会とともに、産学官のコンソーシアム組織である佐賀地域経済研究会の一員として活動しており、

2016年度以降、特定の連携自治体と 1年間の連携調査である「地域課題調査」を実施し、それに

関連した例会を実施しながら、最終成果物である『九州佐賀総合政策研究』を刊行している。 

     http://srda.eco.saga-u.ac.jp/ 

 

【令和２年度の特記事項】 

    2018年度に、佐賀地域経済研究会運営体制を見直し、事務局機能の分離と移管手続きを始めた。

結果的には、2019年度から事務局機能を分割し、企画・運営は地域経済研究センターが担い、会計

管理は九州経済連合会佐賀地域委員会事務局が担っている。 

    http://srda.eco.saga-u.ac.jp/ 

 

＜選択記載項目Ｂ 国際的な連携による研究活動＞  

【基本的な記載事項】 

 ・海外の研究機関との共同研究や研究者交流の推進 

・アジア経済シンポジウム（新型コロナウイルス感染症の影響により中止） 

    ・日台法学研究シンポジウム (新型コロナウイルス感染症の影響により中止) 

     

【令和２年度の特記事項】 

新型コロナウイルス感染症の影響によりシンポジウムが開催出来なかった。 

 

 

http://srda.eco.saga-u.ac.jp/
http://srda.eco.saga-u.ac.jp/


- 35 - 

 

分析項目Ⅱ 研究成果の状況   

 

＜必須記載項目１ 研究業績＞   

【基本的な記載事項】 

  （経済学部の目的に沿った研究業績の選定の判断基準） 

佐賀大学憲章に則り、経済学部の基本理念及び基本方針に基づいて行われた研究であって、その

研究成果がそれぞれの専門分野において高く評価されているもの、もしくはその研究成果が社会的

に有用であり、高い評価を得ているものを選定する。当該選定にかかる判断基準は、（１）著書や

論文等であって、①受賞したもの、または②書評が掲載されたもの、③専門誌等における紹介がな

されているもの、（２）佐賀大学の研究活動の重点領域または特色ある研究活動に対応した研究成

果であるもの、（３）国内外での学会・シンポジウムでの報告または招待講演であって論文として

刊行・公表されたもの（要旨集は除く）、（４）外国の研究機関との共同研究または国際シンポジ

ウム等で報告された研究成果であって外国語で作成された著書または論文等、のいずれかである。 

 

【令和２年度の特記事項】 

〔書籍〕 

① 早川 智津子（単著）『外国人労働者と法ー入管法政策と労働法政策』信山社 
ISBN978-4641243194（2020年 03月） 

＊書評 
  （1) 濱口桂一郎 hamachanブログ(EU労働法政策雑記帳) 

http://eulabourlaw.cocolog-nifty.com/blog/2020/04/post-ffaee2.html 

(2) 週刊労働新聞 2020年 5月 4日 3255号 16面に紹介あり。 

(3) 矢野昌浩=柳澤武=榊原嘉明＝植村新=早津裕貴「2020 年学界回顧 労働法」法律時報 1158 号 

155頁 

(4) 和田 肇「書評 外国人労働政策全体としてのあるべき姿 早川智津子著『外国人労働者と法 : 入

管法政策と労働法政策』」労働法律旬報 (1963), 39-41, 2020-07 

(5) 根岸 忠「書評 早川智津子著『外国人労働者と法』 : 入管法政策と労働法政策」 

日本労働研究雑誌 63(1), 91-93, 2021-01 

 
② 木戸田 力（単著）『企業会計のパラダイムシフトー新たな貸借対照表中心観の確立をめざし て

―』五絃舎 ISBN978-4864341189（2020年 5月） 

＊書評 

（1）『ビジネス科学研究』第 9号、ビジネス科学学会、31-32頁、令和 3年 2月 28日。 
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（２）優れた点，改善を要する点及び改善の状況 

 【優れた成果が確認できる取組】 

 学部全体の研究水準を確保するため、学部・地域経済研究センターが学部教員を対象として、地

域経済に関する競争的研究プロジェクトを公募し、学部の研究方針に合致した基盤的研究の質を高

める取組を実施した。これらの研究成果は同センターで公表されている。 

本学部の特色ある研究である地域経済・社会に関する研究については、自治体や経済界等の地域

社会からの要請に基づく共同研究が推進され、この成果として、「佐賀県版中小・小規模企業白書」

（共同研究成果物）と『九州佐賀総合政策研究』の刊行が実現した。 

また、アジアの研究機関との共同研究が、経済学の分野および法学の分野において実施され、前

者についてはアジア経済シンポジウムの成果と日越シンポジウムの成果に、また後者については日

台法学研究シンポジウムの成果につながった。 

 

 【改善を要する事項】 

  （特になし） 

 

 【改善の状況】 

 

 

（３）自己評価の概要 

    大学が中期目標・計画で定めた基盤研究と、特色ある研究に対応した研究活動を推進するため、経

済部独自の科研費申請にかかる相互ピア・レビュー制度、および地域経済研究センターを主体とする

競争的研究プロジェクト制度を創設し、経済学部の研究の質の確保と水準の確保を図っている。 
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Ⅴ－Ⅰ 国際交流及び社会連携・貢献に関する状況と自己評価 
 

１．国際交流 

（１）観点ごとの分析 
 Ｂ－１ 大学の目的に照らして、教育の国際化に向けた活動が適切に行われ、成果を上げているこ

と。 

 
観点Ｂ－１－①： 大学の教育の国際化の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や

具体的方針が定められているか。また、これらの目的と計画が広く公表されている

か。 

 
【観点に係る状況】 

学部に国際交流室およびその運営委員会を設置し、大学国際交流推進センターと連携し、組織的な国

際交流活動の推進と支援を行っている。留学生の派遣と受け入れに関する事項を中心にして、学部の年

度ごとの組織的な国際交流活動に関する事業計画や予算について審議・決定している。目的や計画に関

しては全体的な公表はしていないが、個別の事業についてホームページ上などで公開している。 
留学生の派遣と受け入れについては教育委員会及び入試委員会と連携して活動を実施している。 

 

 【根拠資料・データ】 

 ・教育の国際化に関する目的や基本方針等を示す資料 

  ・佐賀大学国際戦略構想－アジアを中心に地域社会と共に国際化を推進する－ 
    http://www.irdc.saga-u.ac.jp/ja/kokusaisenryaku.html 
 ・教育の国際化に関する目的及びその目的を達成するための計画や具体的方針が公開されている刊行

物、ウェブサイト等の該当箇所 

   ・佐賀大学経済学部国際交流室運営委員会内規（別添資料２６） 

  

 【分析結果とその根拠理由】 

    学部の他の委員会と連携し、目的と計画が適切に定められており、良い活動がなされている。 

 

 

 
観点Ｂ－１－②： 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。  

 
【観点に係る状況】 

   計画された事業に関しては、担当者からの進捗報告等を学部長がうけて適切に実施できるようにし

ている。外国人学生の受け入れについては、学部正規学生、学部研究生および交換留学プログラムの

学生を適正な人数で受け入れている。交換留学プログラム学生対象の経済学部教員による英語授業科

目を開設している。（2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響により受け入れなし） 

 

http://www.irdc.saga-u.ac.jp/ja/kokusaisenryaku.html
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 【根拠資料・データ】 

 ・学生海外実習授業科目、特殊講義「国際交流実習」及び「特殊講義（台湾の法と社会）」シラバス 

  （2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響により開講なし） 

 ・第３回 アジア経済学生シンポジウム（2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止） 

 ・外国人学生の受入の実施状況が確認できる資料 

・2020年度留学生受け入れ状況（交換留学生、短期留学生）（別添資料２７） 

      ・外国人留学生の在籍状況（別添資料２８） 

 ・（派遣の場合）留学により外国の大学において修得した単位の認定についての申合せ 

（別添資料２９） 

  ・留学生へのサポート（佐賀大学国際交流推進センターHP） 

    http://www.irdc.saga-u.ac.jp/ja/interest/support.html 

 ・2021年度佐賀大学私費外国人留学生入試学生募集要項（別添資料３０） 

     

【分析結果とその根拠理由】 

計画した事業については担当者、入試委員会などによって、適切な実施ができている。 

 

 
観点Ｂ－１－③： 活動の実績及び学生の満足度等から判断して、活動の成果が上がっているか。 

 
【観点に係る状況】 

・学生海外実習授業科目、特殊講義「国際交流実習」及び「特殊講義（台湾の法と社会）」に参加学生

は優れた活動および訪問先大学の学生と交流ができている。（2020年度は新型コロナウイルス感染

症の影響により交流なし） 

 ・アジア学生シンポジウムにおいて、テーマにそった研究報告による交流およびフィールド調査で教

育成果があがっている。（2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止） 

 

【根拠資料・データ】 

・学生海外実習授業科目、特殊講義「国際交流実習」及び「特殊講義（台湾の法と社会）」の各報告書 

（2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響により開講なし）   

 ・学位取得を目的とする教育プログラムについては卒業の状況、その他の教育プログラム等について 

は参加状況等が確認できる資料 

・2020年度留学生受け入れ状況（交換留学生、短期留学生）（別添資料２７） 

 ・卒業後の進路の状況が確認できる資料 

  ・2020年度卒業生（留学生）進路状況（別添資料３１） 

  

 

【分析結果とその根拠理由】 

2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響により事業を実施できなかった。 

 

http://www.irdc.saga-u.ac.jp/ja/interest/support.html
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観点Ｂ－１－④： 改善のための取組が行われているか。   

  
【観点に係る状況】 

事業計画を立てる際に、過年度の事業実施の問題点などをとりあげ、国際交流委員会で協議を行っ

ている。使用言語を英語とする SPACE－Eプログラムにおいて学部からの貢献をするために

「Contemporary Social and Economic Issues in Japan 」を開講している。 

 

【根拠資料・データ】 

 ・外部者（大学の教職員以外の者）による検証を行っている場合は、その実施状況（実施組織、実施

方法）が確認できる資料 

・2020年度外部評価実施概要（別添資料１０） 

  ・2020年度外部評価次第（別添資料１１） 

 ・自己点検・評価書、外部評価書等の該当箇所 

・外部評価委員検証結果報告書（観点 12が該当）（別添資料１２） 

 ・教育の国際化に向けた活動の状況を検証し、問題点等の改善に結び付けた具体的事例等 

・使用言語を英語とする SPACE－Eプログラムにおいて授業科目の不足を改善するために

「Contemporary Social and Economic Issues in Japan 」を開講している。 

 

 【分析結果とその根拠理由】 

国際交流委員会において、過年度の事業からえられた課題を取り上げながら、年度事業を計画して

おり、改善にむけて取り組みがなされている。 

 

 

（２）優れた点，改善を要する点及び改善の状況 

 【優れた成果が確認できる取組】 

  国際研修授業を２科目実施している。また、学生シンポジウムでは外部団体や地域市民の協力をえ

て、交流が深まるようにしているが、2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響により実施できな

かった。。 

 

 

 【改善を要する事項】 

・協定校の学生との交流および実習先の国の経済社会体験を実施できる機会を増やし、更なる国際化

をすすめる。 

 

 【改善の状況】 

・実施予算の確保のため、JASSO、学内国際交流事業などに応募している。不足分については学部予

算から優先事項を定め措置している。 
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（３）自己評価の概要 

学部学生の国際研修授業を２科目開講し、協定校の学生との交流および実習先の国の経済社会体験

を重視して実施しており成果が上がっている。また４ヶ国の協定校の学生を短期プログラムで受け入

れ、テーマを設定した学生研究交流と地域の市民との交流で成果をえている。英語による授業科目を

1科目追加し教育の国際化をすすめるようにしている。 
しかし、2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響により協定校の学生との交流ができず実習先

の国の経済社会体験を実施できる機会を増やすことが出来なかった。 
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２ 社会連携・貢献 
（１）観点ごとの分析 
 Ｃ－１ 大学の目的に照らして、地域貢献活動が適切に行われ、成果を上げていること。 
 
 観点Ｃ－１－①： 大学の地域貢献活動の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画 

や具体的方針が定められているか。また、これらの目的と計画が適切に公表・周知

されているか。 

 
【観点に係る状況】 
 佐賀大学公開講座「みんなの大学」は、経済学部の全教員が２年おきに講師を務めながら、継続的

に事業展開を行っている。 

2018年度に開講した高大連携事業「社会へのとびら」は、経済学部の教員２名が３年間講師を務め

るようになっており、現在、４期生を受け入れる予定である。 

地域経済研究センターでは、学部内公募事業で地域社会（企業や自治体）と連携した調査・研究を

推進している。経済学部は、佐賀県内全 10市、及び、九州経済連合会佐賀地域委員会とともに、産学

官のコンソーシアム組織である佐賀地域経済研究会の一員として活動している。活動母体は、地域経

済研究センターである。2019年度から、佐賀地域経済研究会の事務局機能を分割し、企画・運営は地

域経済研究センターが担い、会計管理は九州経済連合会佐賀地域委員会事務局が担っている。実際の

事業として、年５回程度の例会の開催、自治体と連携した地域課題調査の実施、それらの活動をまと

めた『九州佐賀総合政策研究』の刊行の３つの柱のもと運営している。2019年度は神埼市と連携して

「神埼市の観光資源の掘り起こしと情報発信」という題目のもと地域課題調査を実施した。成果報告

会として、2020年 11月に第 225回 佐賀地域経済研究会を行った。また、最終成果物は、2020年 12

月刊行の『九州佐賀総合政策研究』Vol. ４に収録されている。2020年度は、県内 10市と連携して

「佐賀県内の地元就職の課題－地域・企業の魅力の発信－」という題目のもと地域課題討議を実施

し、2021年 11月に討論会を行った。 

 

【根拠資料・データ】 

 ・目的と計画の周知状況が確認できる資料 

  ・高大連携事業「社会へのとびら」（別添資料３２）（2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響

により高校１年生について募集を停止した） 

  ・公開講座「みんなの大学」スケジュール（別添資料３３） 

 

  ・地域経済研究センター CRES Workshop（第 7回 CRES Workshop （地域課題探索プロジェクト中間

報告会） 

    http://www.eco.saga-u.ac.jp/kenkyu.php 

  ・地域経済研究センター CRES Working Paper Series 

http://www.eco.saga-u.ac.jp/kankoubutsu.php#CRESWorkingPaperSeries 

  ・佐賀地域経済研究会 例会 http://srda.eco.saga-u.ac.jp/ 

  ・佐賀地域経済研究会 地域課題調査  http://srda.eco.saga-u.ac.jp/ 
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・佐賀地域経済研究会 『九州佐賀総合政策研究』第 4号 http://srda.eco.saga-u.ac.jp/ 

 

 【分析結果とその根拠理由】 

みんなの大学（社会連携委員会）、社会へのとびら（入試委員会）、地域経済研究センターなど諸事

業の担当部署において、過年度の事業からえられた課題を取り上げながら、年度事業を計画してお

り、改善にむけて取り組みがなされている。  

 
 

 観点Ｃ－１－②： 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。 
 
【観点に係る状況】 

佐賀大学公開講座「みんなの大学」は、年度ごとに経済学部の半数の教員が講師を務め、その次の

年度には残る半数の教員が講師を務めるようにローテーションをとっている。2018年度に開講した高

大連携事業「社会へのとびら」は、経済学部の教員 2名が 3年間講師を務めるようになっており、現

在、3期生を受け入れている。地域経済研究センターでは、学部内公募事業である教員向けの事業を

毎年 2～3件程度、学生向けの事業を 4～6件程度採択できるように計画しているが、2020年度は学生

向けの事業は新型コロナウイルス感染症の影響により中止した。 

 

【根拠資料・データ】 

 ・各活動の実施状況が確認できる資料（公開講座等の開催回数・参加者数、参画した審議会数・委員

数等、実際の活動内容・方法を記した資料等） 

  ・公開講座「みんなの大学」スケジュール（別添資料３３） 

  ・兼業一覧（2020年度 国、地方自治体等委員）（別添資料３４） 

  ・地域経済研究センター 学部内公募事業（地域課題探索型プロジェクトの採択課題と採択者など）  

http://www.eco.saga-u.ac.jp/kenkyu.php 

 【分析結果とその根拠理由】 

佐賀大学公開講座「みんなの大学」は、経済学部の全教員が 2年おきに講師を務めながら、継続的

に事業展開を行っている。 
   2018年度に開講した高大連携事業「社会へのとびら」は、2020年度に 2018年度生（高校 3年生）

6名を修了させ、修了レポート集をまとめ、関係機関に配布した。2019年度生（高校 2年生）につい

ては、約 40名の生徒をオンラインで指導した 

地域経済研究センターでは、学部内公募事業である教員向けの事業を毎年 2～3件程度、学生向け

の事業を 4～6件程度採択できるように計画していたが、2020年度は教員向けを 2件採択したが、学

生向けは新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止した。 

 
 

観点Ｃ－１－③： 活動の実績及び活動への参加者等の満足度等から判断して、活動の成果が上がっ

ているか。 

 



- 43 - 

 

【観点に係る状況】 

 ・各種事業において、参加者へのアンケートを継続的に実施するなどして、PDCAサイクルの構築を心

掛けている。 

 

【根拠資料・データ】  

 ・参加者からの反響や新聞等のメディアでの紹介、政策形成・実施への寄与等が確認できる資料 

 ・国、地方自治体の委員、学識者コメント等の新聞記事（別添資料４５～５５）  

 ・参加者等へのアンケート結果等、満足度が確認できる資料 

  ・公開講座「みんなの大学」参加者からのアンケート集計（別添資料５６） 

  

【分析結果とその根拠理由】 

  公開講座「みんなの大学」は、参加者等へのアンケート結果等、満足度が確認されている。（別添資

料４８） 

 国、地方自治体の委員、学識者コメント等が、新聞記事で取り上げられており、社会貢献における

一定の役割は果たせている。（別添資料３５～４７） 

 

 

観点Ｃ－１－④： 改善のための取組が行われているか。 

 
【観点に係る状況】 
2020年度は、有識者 2人〔日本銀行佐賀事務所長、岡山大学特任教授〕に、外部評価を行っていた

だいた。 

 

【根拠資料・データ】  

 ・外部者（大学の教職員以外の者）による検証を行っている場合は、その実施状況（実施組織、実

施方法）が確認できる資料 

   ・2020年度外部評価実施概要（別添資料１０） 

   ・2020年度外部評価次第（別添資料１１） 

  ・自己点検・評価書、外部評価書等の該当箇所 

   ・外部評価委員検証結果報告書（観点 12が該当）（別添資料１２） 

   

 

 【分析結果とその根拠理由】  

学部教員全員の参加で公開講座を実施し、３クラス開講し、クラスごとに一定のまとまりのある

内容となるようにしており、受講者の知識関心を高めるようにしている。アンケート調査などにも

とづき、学部社会貢献推進委員会で講座計画を立てる際に改善のために協議をしており、活動の成

果が得られていると同時に活動を前進させる取り組みがなされている。 
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（２）優れた点，改善を要する点及び改善の状況 

 【優れた成果が確認できる取組】 

（特になし） 

 

 

（３）自己評価の概要 

   社会貢献全体を通じて、地域に根差した調査・研究という本学部の取り組みが随所で発揮されて

いる。調査・研究の質や量も徐々に好転している。ただし、教員数の減少等の原因により、特定の

教員への負担が増しているため、この点の改善が必要である。 
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＜速報値＞
データ収集期間：平成29年度（2017年度）実績　～　令和元年度（2019年度）実績及び令和2年度（2020年度）員数
データ調査時期：令和2年（2020年）8月
※員数については５月１日時点の値とする
※数値は「教育研究評価に使用するデータ」から計算

【データ分析集  指標一覧】
分析項目 記載項目 指標番号 データ・指標 指標の計算式

Ⅰ　教育活動の状況 必須8 ◇1 女性学生の割合 女性学生数／学生数

Ⅰ　教育活動の状況
必須8
選択Ｄ

◇2
社会人学生の割合 社会人学生数／学生数

Ⅰ　教育活動の状況
必須8
選択Ａ

◇3
留学生の割合 留学生数／学生数

Ⅰ　教育活動の状況 選択Ｄ ・4 正規課程学生に対する科目等履修生等の比率 科目等履修生等数／学生数

Ⅰ　教育活動の状況
必須4
選択Ａ

・5
海外派遣率 海外派遣学生数／学生数

Ⅰ　教育活動の状況 必須8 ・6 受験者倍率 受験者数／募集人員
Ⅰ　教育活動の状況 必須8 ・7 入学定員充足率 入学者数／入学定員

8 学部生に対する大学院生の比率 大学院生総数／学部学生総数
Ⅰ　教育活動の状況 必須4 ◇9 専任教員あたりの学生数 学生数／専任教員数
Ⅰ　教育活動の状況 必須4 ◇10 専任教員に占める女性専任教員の割合 女性専任教員数／専任教員数
Ⅰ　研究活動の状況 必須1 ・11 本務教員あたりの研究員数 研究員数／本務教員数

12 本務教員総数あたり職員総数 職員総数／本務教員総数

13
本務教員総数あたり職員総数
（常勤、常勤以外別）

職員総数（常勤）／本務教員総数
職員総数（常勤以外）／本務教員総数

Ⅱ　教育成果の状況 必須1 ・14 留年率 留年者数／学生数
Ⅱ　教育成果の状況 必須1 ◇15 退学率 退学者・除籍者数／学生数
Ⅱ　教育成果の状況 必須1 ・16 休学率 休学者数／学生数
Ⅱ　教育成果の状況 必須1 ・17 卒業・修了者のうち標準修業年限内卒業・修了率 標準修業年限内での卒業・修了者数／卒業・修了者数

Ⅱ　教育成果の状況 必須1 ・18
卒業・修了者のうち標準修業年限×１．５年以内での
卒業・修了率

標準修業年限×１．５年以内での卒業・修了者数／卒
業・修了者数

Ⅱ　教育成果の状況 必須1 ・19 受験者数に対する資格取得率 合格者数／受験者数
Ⅱ　教育成果の状況 必須1 ・20 卒業・修了者数に対する資格取得率 合格者数／卒業・修了者数
Ⅱ　教育成果の状況 必須2 ・21 進学率 進学者数／卒業・修了者数
Ⅱ　教育成果の状況 必須2 ・22 卒業・修了者に占める就職者の割合 就職者数／卒業・修了者数
Ⅱ　教育成果の状況 必須2 ◇23 職業別就職率 職業区分別就職者数／就職者数合計
Ⅱ　教育成果の状況 必須2 ◇24 産業別就職率 産業区分別就職者数／就職者数合計

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ◇25
本務教員あたりの科研費申請件数
（新規）

申請件数（新規）／本務教員数

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ◇26
本務教員あたりの科研費採択内定件数 内定件数（新規）／本務教員数

内定件数（新規・継続）／本務教員数
Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・27 科研費採択内定率（新規） 内定件数（新規）／申請件数（新規）

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・28
本務教員あたりの科研費内定金額 内定金額／本務教員数

内定金額（間接経費含む）／本務教員数
Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・29 本務教員あたりの競争的資金採択件数 競争的資金採択件数／本務教員数
Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ◆30 本務教員あたりの競争的資金受入金額 競争的資金受入金額／本務教員数
Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・31 本務教員あたりの共同研究受入件数 共同研究受入件数／本務教員数

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・32
本務教員あたりの共同研究受入件数
（国内・外国企業からのみ）

共同研究受入件数（国内・外国企業からのみ）／本務
教員数

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・33 本務教員あたりの共同研究受入金額 共同研究受入金額／本務教員数

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・34
本務教員あたりの共同研究受入金額
（国内・外国企業からのみ）

共同研究受入金額（国内・外国企業からのみ）／本務
教員数

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・35 本務教員あたりの受託研究受入件数 受託研究受入件数／本務教員数

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・36
本務教員あたりの受託研究受入件数
（国内・外国企業からのみ）

受託研究受入件数（国内・外国企業からのみ）／本務
教員数

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・37 本務教員あたりの受託研究受入金額 受託研究受入金額／本務教員数

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・38
本務教員あたりの受託研究受入金額
（国内・外国企業からのみ）

受託研究受入金額（国内・外国企業からのみ）／本務
教員数

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・39 本務教員あたりの寄附金受入件数 寄附金受入件数／本務教員数
Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・40 本務教員あたりの寄附金受入金額 寄附金受入金額／本務教員数
Ⅰ　研究活動の状況 必須3 ◇41 本務教員あたりの特許出願数 特許出願数／本務教員数
Ⅰ　研究活動の状況 必須3 ◇42 本務教員あたりの特許取得数 特許取得数／本務教員数
Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・43 本務教員あたりのライセンス契約数 ライセンス契約数／本務教員数
Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ・44 本務教員あたりのライセンス収入額 ライセンス収入額／本務教員数

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ◆45
本務教員あたりの外部研究資金の金額 （科研費の内定金額（間接経費含む）＋共同研究受入

金額＋受託研究受入金額＋寄附金受入金額）の合計／
本務教員数

Ⅰ　研究活動の状況 必須4 ◆46
本務教員あたりの民間研究資金の金額 （共同研究受入金額（国内・外国企業からのみ）

＋受託研究受入金額（国内・外国企業からのみ）
＋寄附金受入金額）の合計／本務教員数

※グレー部分の指標（指標番号８、12～13）については、国立大学全体の指標のため、
学部・研究科等ごとの現況調査表の指標には活用しません。
※指標番号冒頭には、「◆（重要指標）」「◇（分析指標）」「・（参考指標）」を付しています。

５．競争的外部資金
データ

６．その他外部資金・
特許
データ

区分

１．学生入学・在籍状
況データ

２．教職員データ

３．進級・卒業データ

４．卒業後の進路デー
タ
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資料番号 区　分 項目番号 資料・データ名
1 教育 Ⅲ-Ⅰ基準2-5-5 2020年度経済学部TA調書(一覧）
2 研究 Ⅳ-ⅠA-1-① 佐賀大学経済学会
3 研究 　A-1-① 佐賀大学経済学会会則
4 研究 　A-1-① 業書の刊行
5 研究 　A-1-① 佐賀大学経済論集編集規程及び投稿規定
6 研究 　A-1-① 理事会・叢書刊行委員会 議事録
7 研究 　A-1-② 若手研究者支援状況（教員会議資料）
8 研究 　A-1-②,Ⅳ-Ⅱ(1)-2 2020年度研究倫理教育実施状況報告書
9 研究 　A-1-②,Ⅳ-Ⅱ(1)-2 （履行状況チェックシート）公正な研究活動の推進に関するガイドライン（研究倫理教育）

10 研究 　A-1-③,B-1-④,C-1-④ 令和元年度外部評価概要
11 研究 　A-1-③,B-1-④,C-1-④ 令和元年度外部評価次第
12 研究 　A-1-③,B-1-④,C-1-④ 外部評価委員検証結果報告書
13 研究 　A-2-① 令和3(2021)年度科学研究費助成事業部局別種目別新規申請件数一覧
14 研究 　A-2-① 令和2(2020)年度科研費申請状況
15 研究 　A-2-② 学術賞等受賞一覧
16 研究 　A-2-② 令和2(2020)年度科研費（補助金）交付決定一覧
17 研究 　A-2-② 外部資金集計データ（2020年度）
18 研究 　A-2-② 地域志向型（県内企業）共同研究の契約数
19 研究 Ⅳ-Ⅱ(1)-1 共同研究契約書（写）
20 研究 Ⅳ-Ⅱ(1)-1 佐賀県中小・小規模企業白書」（共同研究成果物）
21 研究 Ⅳ-Ⅱ(1)-2 2020年度e-ラーニングによる教職員向け情報セキュリティ講習受講率
22 研究 Ⅳ-Ⅱ(1)-2 2020年度倫理教育「eAPRINプログラム」修了状況調
23 研究 Ⅳ-Ⅱ(1)-2 佐賀大学経済学部運営会議内規
24 研究 Ⅳ-Ⅱ(1)-3 （亀山）「2020年度 応用地域学会論文賞」受賞
25 研究 Ⅳ-Ⅱ(1)-3 （早川）図書・論文等表彰（冲永賞）｜労働問題リサーチセンター
26 国際交流 Ⅴ-Ⅰ-1B-1-① 佐賀大学経済学部国際交流室運営委員会内規
27 国際交流 　B-1-②,③ 2020年度留学生受け入れ状況（交換留学生、短期留学生）
28 国際交流 　B-1-② 2020年度外国人留学生の在籍状況
29 国際交流 　B-1-② 留学により外国の大学において修得した単位の認定についての申合せ
30 国際交流 　B-1-② 2021年度佐賀大学私費外国人留学生入試学生募集要項
31 国際交流 　B-1-③ 2020年度経済学部留学生進路状況
32 国際交流 Ⅴ-Ⅰ-2C-1-① 高大連携事業「社会へのとびら」
33 国際交流 　C-1-①,② 2020年度公開講座「みんなの大学」スケジュール　オンライン授業
34 国際交流 　C-1-② 兼業一覧（国、地方自治体等委員）
35 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事2020.9.4
36 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事2020.9.4
37 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事2020.9.4
38 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事2020.9.4
39 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事202010.3
40 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事2020.11.28
41 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事2020.12.1
42 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事2020.12.14
43 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事2020.12.18
44 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事2021.1.14
45 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事2021.1.24
46 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事2021.2.17
47 社会貢献 　C-1-③ 新聞記事2021.3.26
48 社会貢献 　C-1-③ 「みんなの大学」参加者からのアンケート集計

根拠資料・データ一覧
別添資料


